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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 （千円） 4,398,2973,906,7823,763,9803,670,0003,466,257

経常利益又は経常損失（△） （千円） 439,082400,692△172,889194,963171,025

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 228,888275,946△164,699 33,463 79,580

純資産額 （千円） 2,808,7244,148,9463,845,8623,596,3413,589,606

総資産額 （千円） 5,272,1795,944,5575,705,1035,442,3885,183,278

１株当たり純資産額 （円） 132,015.32148,593.76140,871.76138,899.55140,366.88

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 10,324.9511,933.84△6,084.641,269.783,096.76

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 53.3 68.0 65.8 65.9 69.3

自己資本利益率 （％） 8.4 8.1 － 0.9 2.2

株価収益率 （倍） 31.8 13.7 － 47.6 26.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 325,908206,806△14,645 289,389113,232

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △160,939△90,240△373,906△31,461△99,048

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △24,969 530,025△297,046△201,067△15,562

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 1,146,3101,800,7361,116,7831,229,4231,228,238

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

429

(9)

456

(12)

505

(11)

478

(13)

523

(9)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、第11期、第12期、第14期及び第15期については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。第13期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

３．第13期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．第13期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．第11期の平成17年５月20日付をもって、それぞれ株式１株を株式２株に株式分割をしております。

６．第12期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 （千円） 4,213,0943,814,7683,678,8973,618,1393,410,616

経常利益又は経常損失（△） （千円） 421,924406,979△76,300 361,689228,669

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 225,445289,051△82,716 203,456129,971

資本金 （千円） 974,5501,484,5501,484,5501,484,5501,484,550

発行済株式総数 （株） 21,200 27,200 27,200 27,200 27,200

純資産額 （千円） 2,800,2124,037,2203,819,7403,899,2133,947,273

総資産額 （千円） 4,954,1615,602,7435,366,1445,386,0455,337,763

１株当たり純資産額 （円） 131,613.81148,427.24143,356.75150,904.21154,353.18

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
3,000

(－)

2,500

(－)

2,500

(－)　

2,500

(－)　

2,500

(－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

（円） 10,162.5412,500.60△3,055.877,720.125,057.66

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 56.5 72.1 71.2 72.4 73.9

自己資本利益率 （％） 8.3 8.5 － 5.3 3.3

株価収益率 （倍） 32.3 13.0 － 7.8 15.9

配当性向 （％） 29.5 20.0 － 32.4 49.4

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

109

(9)

108

(12)

102

(11)

105

(13)

112

(9)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第11期の１株当たり配当額には、創業10周年記念配当500円を含んでおります。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、第11期、第12期、第14期及び第15期については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。第13期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．第13期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．第13期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

６．第13期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

７．第11期の平成17年５月20日付をもって、それぞれ株式１株を株式２株に株式分割をしております。

８．第12期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

会社設立の経緯及びその後の事業内容の変遷

　平成７年１月17日に阪神淡路大震災が発生し、構造不況下にあった老舗の自転車メーカー（旧株式会社カワムラサ

イクル　神戸市須磨区鷹取町３丁目１番５号）は、極端な経営不振に陥りました。かねて同社の要請により経営再建に

協力していた前代表取締役社長村山民生は、従業員の雇用の確保の必要性と自転車メーカーの売上高の10％程度を占

めていた福祉用具部門に将来性を見出し、平成７年８月31日埼玉県所沢市北秋津266番地において、グリーンヘルパー

株式会社を設立し、同年10月４日、旧株式会社カワムラサイクルから商標権と営業権を譲受け、グリーンヘルパー株式

会社から株式会社カワムラサイクルに商号変更し、車いす中心の福祉用具専門メーカーとなりました。

　当社の事業内容の変遷は次のとおりであります。

年　月 事　　　　　　　　　　　　　　項

平成７年８月 グリーンヘルパー株式会社を設立（埼玉県所沢市北秋津266番地）

平成７年10月 旧株式会社カワムラサイクルから「商標権」ならびに「営業権」を営業譲渡により譲受け

グリーンヘルパー株式会社から株式会社カワムラサイクルへ商号変更

［本店：神戸市須磨区鷹取３丁目１番５号　工場：兵庫県三木市別所町巴14番地

東京営業所（現東京サービスセンター）：東京都足立区千住寿町39番８

福岡営業所（現福岡サービスセンター）：福岡市中央区平尾３丁目22番29］

平成８年６月 神戸市西区南別府４丁目37番１号に本社・工場を移転

平成８年10月 アルミ製車いすの安全性向上のために「7000系超々ジュラルミン」を採用

平成９年３月 財団法人兵庫県中小企業振興公社（現財団法人ひょうご産業活性化センター）から新産業創造

キャピタル制度(ＮＥＣＣＳ制度)の事業認定

平成９年４月 全ての車いすの背シート・座シートをスポンジ（基本的に厚さ10mm以上）入りにする

平成10年９月 いなみの工場を建設、本社事務所を同所に移転（兵庫県加古郡稲美町蛸草１番13）

平成11年２月 福岡市西区に福岡営業所（現福岡サービスセンター）を移転

平成11年７月 財団法人製品安全協会よりＳＧマークの工場認定を取得

平成11年９月 「レンタルサポートシステム」を発表

平成12年５月 「２週間オーダーシステム」を発表

平成12年10月本社事務所・神戸工場を取得し、本社を現在地である神戸市西区上新地３丁目９番１に移転

平成13年８月 東京都台東区に東京営業所（現東京サービスセンター）を移転

平成13年11月愛知県春日井市に名古屋営業所（現名古屋サービスセンター）を開設

平成14年６月 大阪府吹田市に大阪店（現大阪サービスセンター）を開設

平成14年12月?州立泰医療康復器材有限公司（中国福建省）へ出資

平成15年７月 全ての車いすの前輪に衝撃を和らげる「ニューソフトキャスタ」を標準装備

横浜市西区に横浜サービスセンターを開設

平成15年10月本社事務所・神戸工場を増設

平成15年12月ＩＳＯ9001(品質マネジメントシステム)、ＩＳＯ14001(環境マネジメントシステム)の統合認証を

取得

平成16年10月東京証券取引所マザーズに株式を上場

神戸第二工場（神戸市西区上新地３丁目７番３）竣工

平成18年３月 河村（厦門）貿易有限公司を中国福建省に設立

平成18年９月 ＩＳＯ13485（医療機器における品質マネジメントシステム）の認証を取得 

平成19年７月

　

河村（厦門）貿易有限公司の事業範囲拡大ならびに厦門愛泰康復器材有限公司へ商号変更　

平成19年12月

　

ランドウォーカー株式会社へ資本参加　

平成20年４月

　

?州立泰医療康復器材有限公司（中国福建省）を100％子会社化

平成22年３月

平成22年５月

平成22年６月

福祉用具ＪＩＳ認証を取得

マックス株式会社と業務提携契約締結

マックス株式会社による当社株式の公開買付けにより、同社の子会社となる

EDINET提出書類

株式会社カワムラサイクル(E02264)

有価証券報告書

 4/91



３【事業の内容】

(1）主要製品

　　当社グループは、車いす中心の福祉用具の製造販売を行っており、主要品目は次のとおりであります。

品目別の名称 主要品目等 当社主要販売先
売上構成比
(平成22年
３月期実績)

標準車いす 自走用標準車いす、

介助用標準車いす

医療機器及び医薬品商社

福祉用具貸与事業者

海外福祉用具メーカー

　50.8％

特殊車いす ティルト（座角度調整）・リクライニング

（背角度調整）車いす、

入浴用車いす、姿勢保持車いす、

オーダーメイド車いす

福祉用具貸与事業者

義肢装具及び座位保持装置

メーカー

海外福祉用具メーカー

　29.9％

電動車いす 電動車いす、電動カート、

電動ユニット付車いす

義肢装具及び座位保持装置

メーカー
　2.6％

その他の福祉用品 歩行補助具、入浴・トイレ関連用品、

車いす付属品等

福祉用具貸与事業者

海外福祉用具メーカー
　12.9％

その他 健康器具、シルバーカー、特殊自転車等 医療機器及び一般商社 　3.8％

(2）事業の特長

　  当社グループは、市場ニーズを的確に捉えた製品開発や営業活動を行うよう努めており、以下のような事業の

  特長を有しております。

Ａ．新製品開発

　当社は、「簡易車いすシリーズ」「姿勢保持車いすシリーズ」「ティルト・リクライニング車いすシリー

ズ」「モジュール車いすシリーズ」「入浴用車いすＫＳシリーズ」「電動車いすＫＥシリーズ」「特殊自

転車」等の企画・開発の他、大手福祉用具貸与（卸）事業者向けＯＥＭ製品の製品開発も行っております。

こうした製品の開発を支えているのは、自転車製造で培った開発体制が基本となっております。金属パイプ

の加工から溶接、シート縫製など全ての開発工程を自前で行うことは、実際に、見て、使って、初めて製品の良

し悪しが判断できる日用生活用品としての福祉用具の開発に最適であります。当社では、スピーディーなサ

ンプル生産とモニタリングの繰り返しにより製品を生み出しており、市場ニーズを的確に捉えられる開発体

制を整えております。そして、安全性を最も重視する方針に沿って、社内の福祉用具試験センターでテストを

繰り返し、「安全性の確保」に取り組んでおります。

Ｂ．２週間オーダーシステム

　当社が独自に開発し、平成12年５月に開始した「２週間オーダーシステム」は、「採寸」「設計」「検索」

の３つのプログラムから構成されており、車いすを選ぶ際に、必要な箇所の採寸データを基に、ユーザーの体

型・症状・好みに合った車いすを4,000種類以上の中から選択することができます。適合する車いすが見当

たらない場合には、採寸データにより自動設計し製作することが可能なシステムであります。このようにし

て車いすのユーザーの適合性を高めるなど、市場ニーズに的確に対応すると同時に、かつて２～３ヶ月を要

していたオーダーメイドの納期を２週間に短縮いたしました。

Ｃ．レンタルサポートシステム

　当社は、平成12年４月にスタートした介護保険制度による福祉用具のレンタル化に対応して「レンタルサ

ポートシステム」を立上げ、福祉用具貸与（卸）事業を、メーカーの立場から支えると同時に、安全性の向上

と環境保護の役割を担っております。レンタルサポートシステムは、福祉用具の安全性を確保するために消

毒・洗浄や点検・修理を行っております。また、ダンボールの回収や使わなくなった福祉用具の回収も行っ

ております。

Ｄ．「あい＆ゆうき（愛と勇気）」

　平成18年４月施行の新介護保険制度に対応すべく新ブランド「あい＆ゆうき（愛と勇気）」を平成18年３

月に立ち上げました。新ブランド「あい＆ゆうき（愛と勇気）」は、時代の変化を捉え、市場ニーズを的確に

製品や販売方法に反映させております。海外市場でも、「あい＆ゆうき（愛と勇気）」を新ブランドとして

積極的に投入いたします。
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　Ｅ．スロー・サイクルシリーズ

　平成19年12月に資本参加したランドウォーカー株式会社は「スロー・サイクルシリーズ」を販売いたして

おります。「スロー・サイクルシリーズ」とは、当社が「新世代車いす」と位置づける新しい乗り物であり、

「転倒しにくい安定した構造であること」また、「のんびり、おだやかに」をコンセプトにした新しい生活

スタイルの商品であります。「スロー・サイクルシリーズ」は、手や足で漕いで走行できる乗り物であると

同時に、介助者がうしろから押しても走行できるよう、背もたれの後に「グリップ（押し手）」が付いてお

り介助用車いすとしても利用できます。また、自分の意思で行きたい方向へ操舵できるハンドルを有するこ

とから、高齢者や身体障害者の方の主体性を尊重した乗り物であり、さらに健常者の健康増進としての利用

価値も高いユニバーサルデザインによる乗り物であります。

　

(3）事業系統図

　当社グループは、当社（株式会社カワムラサイクル）及び連結子会社３社（?州立泰医療康復器材有限公司、厦

門愛泰康復器材有限公司、ランドウォーカー株式会社）で構成されております。

　当社グループの事業は、車いす中心の福祉用具の製造販売であり、市場ニーズを的確に捉えた製品開発や営業活

動を行うよう努めております。当社が車いす等の福祉用具の企画・開発・設計及び小ロット生産と出荷検査、販

売とアフターサービスを行っております。子会社ランドウォーカー株式会社は、ユニバーサルデザインによる特

殊自転車等の企画・開発と販売を行っております。量産設計・量産は生産子会社である?州立泰医療康復器材有

限公司ならびに厦門愛泰康復器材有限公司が行っております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の
所有（又は
被所有）割
合　　(％)

関係内容

（連結子会社）      

?州立泰医療康復器材

有限公司

福建省?州市

（中国）

3,100

(千USドル)

車いす及び福祉

用品の製造・販

売

100

　

当社グループ製品の一部を

製造しております。

当社は、運転資金及び設備

資金の貸付を行っておりま

す。

役員の兼任４名。

（当社取締役３名、当社従

業員１名）

厦門愛泰康復器材有限

公司

福建省厦門市

 （中国）

2,000

(千USドル)

車いす及び福祉

用品の製造・販

売

100

　

当社グループ製品の一部を

製造しております。

役員の兼任３名。

（当社取締役２名、当社従

業員１名）

ランドウォーカー株式

会社

大阪府吹田市

 

67,000

　(千円)

ユニバーサルデ

ザインによる特

殊自転車及び特

殊車いすの製造

・販売

97

　

当社グループ製品の一部を

販売しております。

役員の兼任６名。

（当社取締役２名、当社従

業員４名）　

（その他の関係会社）      

マックス株式会社

　

東京都中央区

　

12,367

(百万円)

インダストリア

ル機器、オフィ

ス機器の製造・

販売

（被所有）23

　

　　

――――――　

　

　（注）１．?州立泰医療康復器材有限公司及び厦門愛泰康復器材有限公司は特定子会社に該当しております。

　　　　２．マックス株式会社は、有価証券報告書を提出しております。

　　　　３．平成22年５月17日から平成22年６月17日までの間に行われたマックス株式会社による当社普通株式に対する公

開買付けの結果、平成22年６月24日付でマックス株式会社は当社の親会社となっております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　当社グループは単一セグメントであるため、事業部門別に従業員数を示すと次のとおりであります。

 平成22年３月31日現在

事業部門の名称
従業員数（人）

当社
?州立泰医療康
復器材有限公司

厦門愛泰康復器
材有限公司

ランドウォー
カー株式会社

合計

営業部門 24（－） － － － 24（－） 

生産部門 57（ 9） 359 15 － 431（ 9） 

管理部門 30（－） 32 4 1 67（－） 

内部監査部門 1（－） － － － 1（－） 

合計 112（ 9） 391 19 1 523（ 9） 

　（注）従業員数は就業人員（常用パートを含んでおりません。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員、季節工を含みます。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

(2)提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

112（ 9） 34.7 6.6 4,213

　（注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおりません。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社

からの派遣社員、季節工を含みます。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

  当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機による景気低迷から一部持ち直しの兆しがあるもの

の、雇用環境や個人消費は依然として厳しい状況下で推移いたしました。

  当業界におきましても、病院や介護施設の大型案件が減少するなど施設向け販売は依然として厳しい状況が続き

ました。また、高齢社会の進展に伴う福祉用具の需要の増加によって、福祉用具のJISマーク表示制度が一昨年から

スタートしたことにより、企業の安全・安心の確保に取り組む姿勢に対し、更に強い関心が向けられました。

　このような事業環境の中、当社グループは、平成22年３月に福祉用具JISマークの認証を取得いたしました。ま　た、

従来のモジュール型車いすに更なる機能をプラスした新製品や軽量化を図ったニュータイプを発売いたしました。

更に、車いすのブレーキの掛け忘れを防止し、車いすがひとりでに動き出すことによる事故を防げる新製品を開発

いたしました。加えて、主力製品の拡販や費用の削減、中国子会社での品質向上、生産の効率化に努めてまいりまし

た。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高につきましては、新製品の発売があったものの、ＯＥＭ製品の在庫調整の　影

響を受け、3,466百万円（前期比5.6％減）となりました。営業利益につきましては、当社グループの生産拠点である

中国において、生産合理化による生産量の増加並びに原価低減や費用削減に努めた結果、282百万円（前期比48.0％

増）となりました。また、経常利益につきましては、為替の変動により当期において126百万円の為替差損が発生し

たため171百万円（前期比12.3％減）、当期純利益につきましては、79百万円（前期比137.8％増）となりました。

　所在地別セグメントの業績は、日本では売上高3,449百万円（前期比5.3％減）、営業利益319百万円（同7.4％

増）、中国では売上高1,030百万円（同2.8％増）、営業利益３百万円（前期は営業損失68百万円）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ 1百万円減

少し1,228百万円となりました。

　　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果獲得した資金は、113百万円（前連結会計年度は289百万円の獲得）となりました。これは、主に税金

等調整前当期純利益173百万円、たな卸資産の減少151百万円による増加と、法人税等の支払額207百万円による減少

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　　投資活動の結果使用した資金は、99百万円（前連結会計年度は31百万円の使用）となりました。これは、主に定期預

金の預入による支出147百万円と、定期預金の払戻による収入86百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　　　

　　財務活動の結果使用した資金は、15百万円（前連結会計年度は201百万円の使用）となりました。これは、主にセー

ル・アンド・リースバックによる収入96百万円と、リース債務の返済による支出17百万円、自己株式の取得による

支出18百万円、配当金の支払額65百万円によるものであります。　
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは単一セグメントであるため、品目別ごとの生産・受注及び販売の状況を記載しております。

(1）生産実績

区分
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

標準車いす　　　　　（千円） 1,821,160 91.7

特殊車いす　　　　　（千円） 1,025,250 91.9

電動車いす　　　　　（千円） 59,832 66.1

その他福祉用品　　　（千円） 388,894 107.5

その他　　　　　　　（千円） 107,589 113.9

合計　　　　　　（千円） 3,402,727 93.3

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．生産実績には仕入製品を含んでおります。

　

(2）商品仕入実績

区分
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

その他福祉用品　　　（千円） 36,117 87.1

その他　　　　　　　（千円） 1,159 70.3

合計　　　　　　（千円） 37,276 86.4

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）受注状況

　当社では、標準品に関しましては受注日に出荷することを原則としております。また、特注品におきましても約２

週間で出荷が可能な体制をとっております。従いまして、受注残高は軽微であり、受注実績の記載を省略しておりま

す。

　

(4）販売実績

区分

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

販売台数（台） 前年同期比（％） 販売額（千円） 前年同期比（％）

標準車いす 79,385 94.8 1,762,787 90.2

特殊車いす 19,256 95.4 1,036,099 97.1

電動車いす 574 136.3 90,127 103.3

その他福祉用品 － －
445,777

(35,942)
101.9

その他 － －
131,465

(21,522)
106.1

合計 99,215 95.1
3,466,257

(57,464)
94.4

　（注）１．上記の台数は、車いす及び電動車いすのみであります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．(　)内金額は、商品販売額であり内数であります。
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３【対処すべき課題】

（1）教育研修の実施・人材の確保

当社グループが今後の成長を実現していくためには、各分野において、優秀な人材を確保していくことが重要な

課題であります。当社は、新卒採用と中途採用を合わせてバランスの取れた組織を構築することを人事方針とし、

国内外を問わず優秀な人材を獲得するための努力を行っていく所存であります。また、職場ごとに定期的な力量調

査を実施し、各人の能力向上を目指した教育研修を行い、幅広い視野を持った人材の育成を積極的に実施いたしま

す。

（2）生産体制の強化

技術力の向上と開発力の拡充を図り、効率的な生産を確保し、高い製品力、新製品、新規事業に備えるなどの経営

努力を続けてまいります。

（3）「スロー・サイクルシリーズ」と「特殊自転車」等販売の展開

当社グループは、「スロー・サイクルシリーズ」と「特殊自転車」等の開発を行っております。高齢者や身体障

害者の移動を安全に行うとともに、健常者の健康維持や、介護とリハビリにも役立ち、誰もが安全で乗りやすい

「スロー・サイクルシリーズ」や「特殊自転車」等を提案することで新たな市場を開拓する方針であります。

さらに、健康と環境に配慮した「Ｅバイク」（電気で動く原動機付バイク）と「電動アシスト付自転車」の開発

を進めております。

（4）海外向け販売の展開と拡充

　当社グループは、米国、欧州及びアジアの福祉用具メーカーへの販売を積極的に推進する方針であります。世界的

な高齢化時代に対応して、海外市場への展開と拡充を推進してまいります。海外販売の拡大に向けて、事業提携を

積極的に行う方針であります。

 

（5）中国事業

　当社グループの中国事業は中国子会社（?州立泰医療康復器材有限公司ならびに厦門愛泰康復器材有限公司）

を中心に展開しております。

　中国子会社は、当社グループの中心的な生産拠点であるため、今後重点的に製造工程の見直しならびに仕入先の

見直し等に取り組み、コスト削減に努め、更なる品質の向上ならびに生産効率を高めてまいります。

　加えて、中国市場における販売ネットワークを構築し、収益の確保に努めていく方針であります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記

載しております。また必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要である

と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。また、当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、本株式に関する投資判断は、以下の事業等のリスク及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必

要があると考えております。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判

断したものであります。

(1）事業内容に起因するリスクについて

①生産体制について

当社グループの生産体制は、国内ではオーダー品の生産及び小ロット生産を行っており、当社及びランドウォー

カー株式会社が企画・開発した製品を生産子会社である?州立泰医療康復器材有限公司及び厦門愛泰康復器材有

限公司で量産する体制を敷いております。当社グループは高品質と安全性の確保に重点を置いて、中国の生産子会

社での生産を今後も継続する方針であります。

　しかしながら、当社グループが生産する海外における政治または法環境の変化、労働力の不足、ストライキ、経済状

況の変化など、予期せぬ事象により生産設備の管理やその他の事業の遂行に問題が生じる可能性があります。従い

まして、これらの事象は、当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

②新製品開発力・新サービス企画力について

当社グループのこれまでの成長は、主に新製品の開発とレンタルサポートシステムや２週間オーダーシステム等

の新しいサービスシステムの開発に大きく依存してまいりました。将来の成長も、これらの開発に依存すると予想

しております。

　当社グループが属する業界は介護保険の導入を始めとする急速な変化により特徴づけられております。当社グル

ープは継続して魅力ある新製品・サービスシステムを開発できると考えておりますが、これらの開発は、その性質

から複雑かつ不確実なものであり、以下をはじめとする様々なリスクが含まれます。

　

イ. 新製品や新技術及び新サービスシステムへの投資に必要な資金と資源を、今後十分充当できる保証はありま

せん。

ロ. 長期的な投資と資源投入が、成功する新製品または新技術及び新サービスシステムの創造へつながる保証は

ありません。

ハ. 当社グループが市場からの支持を獲得できる新製品または新技術及び新サービスシステムを正確に予想で

きるとは限らず、これらの製品の販売・サービスが市場で評価を得て成功する保証はありません。

ニ. 新たに開発した製品または技術及びサービスが、独自の知的財産権として保護される保証はありません。

ホ. 技術の急速な進捗と消費者の嗜好の変化により、市場のニーズについていけなくなる可能性があります。

　

　上記のリスクをはじめとして、当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品・新技術・

新サービスを開発できない場合には、当社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

③車いす市場及び「スロー・サイクルシリーズ」や「特殊自転車」市場における競争について

　高齢者人口は、我が国だけでなく世界的に増加する傾向にあります。それにつれて、車いすの需要は今後増大して

いくものと考えております。しかしながら、高齢者人口の増加は緩やかな増加を辿るものであり、爆発的な伸びとな

るものではありません。従って、車いすの需要も急激に伸びるものではありません。我が国の車いすの年間出荷台数

は平成19年度で412,000台（日本福祉用具・生活支援用具協会調べ）と推計され、狭隘な市場であります。

　こうした中、当社グループはユーザーの立場に立った製品開発やサービスを提供することで市場における優位性

を保ち、事業の拡大を図る所存であります。しかしながら、競合先にはメーカーと販売業者があり、その一部は当社

グループよりも多くの研究、開発や製造、販売の資源を有しております。また、技術が進歩し、新しい製品が市場の支

持を獲得していくと同時に、新しい競合先または既存競合先間の提携が台頭し、市場での大きなシェアーを急速に

獲得する可能性があります。当社グループは、福祉用具市場における有力なメーカーの１社であると考える一方で、

将来においてもその地位を保てるという保証はなく、市場ニーズを満たせないことによる顧客離れは、当社グルー

プの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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④品質管理について

　当社グループは、生産子会社等で日本工業規格（ＪＩＳ規格）及び当社の品質管理基準に従って生産し、日本工業

規格（ＪＩＳ規格）及び当社グループの社内検査基準に合格した製品のみを出荷しております。しかし、全ての製

品について欠陥が無く、将来に製品の不具合による自主回収が発生しないという保証はありません。

　当社グループは、制度や法令の有無にかかわらず、車いす及び「スロー・サイクルシリーズ」や「特殊自転車」は

一定の品質と安全性が確保された製品である必要があると考えております。そのため、日本工業規格（ＪＩＳ規

格）及び当社グループの品質管理基準による徹底した品質管理を行っております。さらに当社と当社の生産子会社

である?州立泰医療康復器材有限公司はＩＳＯ９００１（品質マネジメントシステム）及びＩＳＯ１３４８５

（医療機器における品質マネジメントシステム）の認証を取得しております。

　当社グループは、製造物責任賠償について保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分

にカバーできるという保証はありませんし、発生した不具合等が保険の適用対象となるとは限りません。大規模な

製品回収や製造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、当社グループの社会的評価に重大な影響を与え、それ

により売上が低下し、また、多額の費用が発生するなど、当社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。

⑤法的規制・介護行政について

車いす及び「スロー・サイクルシリーズ」や「特殊自転車」の製造販売に関連して、以下のような法律が定めら

れております。

イ．電動車いすについては、道路交通法施行規則第１条の４（電動機を用いる身体障害者用の車いすの基準）、

第39条の４（原動機を用いる身体障害者の車いすの型式認定）により、寸法と速度に制限が定められており

ます。

ロ．電気用品安全法により電動車いすの外付充電器において、経済産業省の定める技術上の基準に適合させ、Ｐ

ＳＥマークを表示し、経済産業省に届出を行う必要があります。

その他電気用品安全法により上記外付充電器と同様の手続きを行う必要のある部品を今後使用することが

あります。

ハ．消費生活用製品安全法（平成19年５月14日改正）により、車いす及び「スロー・サイクルシリーズ」や「特

殊自転車」等により製品事故が発生した場合、報告を受けた日より10日以内に経済産業省または独立行政法

人製品評価技術基盤機構に報告する義務があります。

ニ．関税定率法第14条により、車いす等（身体障害者用物品）の輸出入については、関税が免除されております。

　ホ．消費税法施行令第14条の３により、身体障害者用物品については、その通関時及び国内販売時に消費税等が非

課税となっております。

ヘ．「スロー・サイクルシリーズ」の一部及び「特殊自転車」は、道路交通法上、普通自転車とみなされず軽車

両とみなされます。今後、普通自転車とみなされることも考えられますが、法規制に従った販売方法や付帯装

置等が必要となります。

また、福祉用具貸与事業者向けの車いすは介護保険制度の影響を、身体障害者向けの車いすは障害者自立支援法

・労働者災害補償保険法等の影響を受けており、以下のような法律が定められております。

Ⅰ. 介護保険法により、エンドユーザーが車いす・電動車いす・歩行器の貸与を受ける場合、９割の資金補助が支

給されます。

Ⅱ. その他、障害者自立支援法により車いす等の補装具費の９割が、また、労働者災害補償保険法等により車いす

等の補装具費の全額が支給されます。
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さらに、車いす等の福祉用具は、海外では多くの国で、薬事法規の規制を受ける医療機器に分類されております。

しかし、日本では車いす等の福祉用具は、補聴器など一部を除き、薬事法上の規制のない製品として、開発・製造・

販売が行われております。エンドユーザーの多くが高齢者及び身体障害者であることから、車いす等の福祉用具に

ついて、品質の確保、安全性の確保、適合性の確保及びエンドユーザーに十分な説明を行うためサービス提供者の一

定の技術と品質の確保、ならびに不定期・定期的なメンテナンス等が必要不可欠と想像されます。

当社は、車いすの生産の大半を海外に委託していること、及び当社の販売先には介護保険法による福祉用具の貸

与事業者数がおよそ半数であること、当社の仕入れは課税品が相当程度ある一方、販売は非課税品が多くあること

等から、これらの法令が変更された場合、当社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑥知的財産権について

　当社グループでは、現在の事業活動及び将来の事業展開の優位性を確保するため、開発する製品や技術について知

的財産権取得に努める一方、他社の知的財産権の調査を行い、他社の権利を侵害しないよう、また、他社から侵害を

受けていないか常に注意を払っておりますが、当社グループが知的財産権に関連する訴訟に巻き込まれた場合、当

社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）デリバティブ取引について

　当社グループが生産を行う地域の通貨価値の上昇は、それらの地域における製造と調達のコストを押し上げる可

能性があります。コストの増加は、当社グループの利益率と価格競争力を低下させ、業績に悪影響を及ぼす可能性が

あります。そこで当社グループは、通貨ヘッジ取引を行い、米ドルの為替レートの変動による悪影響を最小限に止

め、計画された調達、製造、流通及び販売活動を確実に実行できるように努めております。

当該デリバティブ取引のヘッジ対象は、外貨建仕入取引であり、ヘッジ手段として為替予約及び通貨オプション

を用いて外貨建仕入債務の固定化を進め、円安による仕入コスト上昇リスクをヘッジする目的で取り組んでおりま

す。ただし、為替変動により通貨オプションの時価評価による損失が発生することがあります。その場合、当社グ

ループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3) 災害について

　当社グループは、火災、台風に備え、建物・機械設備・製品等の資産に対して損害保険をかけておりますが、地震、

台風等の自然災害や火災等の事故災害が発生した場合、当社グループの拠点の設備等が大きな被害を受け、その一

部の操業が中断し、生産及び出荷が遅延する可能性があります。また、被害を受けた設備等の修復のために多額の費

用が発生し、当社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループは、製品企画・研究開発型企業を目指しております。現在、当社及びランドウォーカー株式会社が主に

製品の企画・開発・設計を行っており、?州立泰医療康復器材有限公司及び厦門愛泰康復器材有限公司が主に量産品

の開発・設計を行っております。また、既存製品の改良・改善及び応用については、主に当社で行っております。福祉

用具は日用生活用品として「使い勝手」が大切であり、マーケットニーズを的確に製品企画に反映させる必要があり

ます。当社は、自転車製造で培った技術を活かして、福祉用具のサンプルを短時日で作ることができます。顧客ニーズ

をいち早くサンプルとして製品化し、モニタリングにより改良改善を重ねて量産化に結び付けております。

　また、当社グループは、当社及び?州立泰医療康復器材有限公司においてそれぞれ社内に福祉用具試験センターを設

置して、日本工業規格（ＪＩＳ(Ｔ９２０１：手動車いす)）に基づいた各種安全性テストを実施しており、製品の品

質の維持・向上に努めております。

　当社グループの研究開発の陣容は16名（当社 10名、?州立泰医療康復器材有限公司４名、厦門愛泰康復器材有限公

司２名）であり、平成22年３月期の研究開発費は、68,564千円となりました。

　当社グループは、海外を含む各地の展示会へ積極的に参加すると共に、本店・東京・大阪等各サービスセンターの展

示場を利用した顧客との交流会や勉強会を通じ、顧客情報と開発情報の情報一元化を図り、より顧客ニーズを的確に

掴み、素早く開発活動へ活かして参りたいと考えております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）当連結会計年度における経営成績の分析

＜売上高＞

　当連結会計年度の売上高は3,466,257千円（前期比5.6％減）となりました。従来のモジュール型車いすを軽量化

したり、更なる機能をプラスした新製品の発売や車いすのブレーキの掛け忘れを防止し、車いすがひとりでに動き

出すことによる事故を防げる新製品を発売し、堅調に推移いたしました。しかしながら、病院や介護施設の大型案件

が減少し、価格競争が激化するなどにより標準車いすの販売が伸びませんでした。また、ＯＥＭ製品においては、Ｏ

ＥＭ先の在庫調整により販売が伸び悩みました。

 

＜売上総利益＞

　当連結会計年度の売上総利益は1,542,528千円（前期比2.7％増）となりました。当社グループの生産拠点である

中国において、生産合理化による原価低減に努めた結果、売上総利益率は前連結会計年度40.9％から当連結会計年

度44.5％へ上昇いたしました。

 

＜販売費及び一般管理費＞

　当連結会計年度の販売費及び一般管理費は1,259,918千円（前期比3.9％減）となりました。人件費等の増加はあ

りましたが、経費節減等に努めました。

 

＜営業利益＞

　当連結会計年度の営業利益は282,609千円（前期比48.0％増）となりました。また、売上高営業利益率は前連結会

計年度5.2％から当連結会計年度8.2％となりました。

 

＜営業外損益＞

　当連結会計年度の営業外収益はデリバティブ評価益11,816千円の計上があり、36,523千円（うち受取利息1,029千

円）となりました。また、営業外費用は為替差損126,213千円の計上があり、148,107千円（うち支払利息19,822千

円）となりました。

 

＜特別損益＞

　当連結会計年度の特別利益は投資有価証券売却益等の計上があり、2,105千円となりました。

 

＜当期純利益＞

　以上の結果、当期純利益は79,580千円（前期比137.8％増）となりました。

(2）資本の財源及び資金の流動性についての分析

＜財政状態＞

当連結会計年度末の資産合計は5,183,278千円（前期比4.8％減）となりました。これは主にたな卸資産が減少し

たことによるものです。

　　　負債合計は1,593,671千円（前期比13.7％減）であり、これは主に支払手形及び買掛金並びに未払法人税等が減少し

たことによるものです。

　純資産合計は、自己株式の取得等により減少し3,589,606千円（前期比0.2％減）となりました。この結果、自己資

本比率は前連結会計年度末に比して3.4ポイント上昇して69.3％となりました。

＜資金の流動性＞

　当社グループの資金状況といたしましては、当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う。）は1,228,238千円となりました。当連結会計年度末において営業活動によるキャッシュ・フローでは113,232

千円の資金を獲得しております。また、投資活動によるキャッシュ・フローでは定期預金の預入による支出等によ

り99,048千円の資金が減少し、財務活動によるキャッシュ・フローでは自己株式の取得による支出、配当金の支払

等により、15,562千円の資金減少となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、当連結会計年度において、28百万円の設備投資を行いました。なお、当連結会計年度において重要

な設備の取得、除却、売却等はありません。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

区分 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員
数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社・神戸工場・

本店サービスセン

ター

（神戸市西区）

統括業務

生産業務

販売業務

統括施設

生産設備

物流倉庫

試験センター

販売施設

社員寮

163,17318,518
306,000

(2,886.30)
4,230491,92246

神戸第二工場

（神戸市西区）
生産業務

生産設備

物流倉庫
199,2931,435

119,386

(2,301.00)
660320,775

7

(2)

いなみの工場

(兵庫県加古郡稲

美町)

生産業務

生産設備

開発設備

物流倉庫

105,7499,563
418,769

(7,490.73)
8,065542,147

38

(7)

東京サービスセン

ター

(東京都台東区)

販売業務 販売施設 28,669 －
63,489

(155.49)
158 92,31711

福岡サービスセン

ター

(福岡市西区)

販売業務 販売施設 2,974 －
4,794

(35.18)
110 7,880 3

大阪サービスセン

ター

(大阪府吹田市)

販売業務
販売施設

社員寮
20,296 －

50,563

(208.72)
7 70,867 3

名古屋サービスセ

ンター

(愛知県春日井市)

販売業務
販売施設

社員寮
12,102 －

19,941

(162.92)
18 32,062 2

横浜サービスセン

ター

(横浜市西区)

販売業務
販売施設

社員寮
18,849 －

30,885

(98.28)
6 49,741 2

　（注）従業員数の（　）外書は、臨時従業員数であります。
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(2）国内子会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

区分 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員
数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ランドウォーカー株式

会社

（大阪府吹田市）

統括業務

生産業務

統括施設

生産設備
3,795 －

－

(－)
373 4,168

1

（1)

　（注）従業員数の（　）外書は、当社からの出向者数であります。

(3）在外子会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

区分 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員
数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

その他投資 その他 合計

?州立泰医療康復器材

有限公司

（福建省?州市（中国））

統括業務

生産業務

統括施設

生産設備
165,892132,99327,4094,962331,256391

厦門愛泰康復器材有限

公司 

（福建省厦門市（中国））

統括業務

 生産業務

統括施設

 生産業務
74,8606,993 － 2,92284,776 19

　（注）１．?州立泰医療康復器材有限公司

建物　28,997.00㎡

土地　66,967.00㎡（50年使用権）、20,000.10㎡（借用農場土地）　　　　　　　

２．厦門愛泰康復器材有限公司

建物　１階　1,659.80㎡、２階　2,094.62㎡

３．?州立泰医療康復器材有限公司の「機械装置及び運搬具」には、リース資産（機械装置）が88,421千円含ま

れております。

　また、「その他投資」は土地使用権であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社カワムラサイクル(E02264)

有価証券報告書

17/91



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000

計 80,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,200 27,200
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 27,200 27,200 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年５月20日

（注）１
10,600 21,200 － 974,550 － 1,006,900

平成18年12月５日

（注）２
6,000 27,200 510,0001,484,550510,0001,516,900

（注）１．株式１株を株式２株に株式分割をいたしました。

２．第三者割当　6,000株　発行価格　170,000円　資本組入額　85,000円

割当先：松下電工株式会社（現パナソニック電工株式会社）〔割当株数3,500株〕、株式会社イエローハッ

ト〔割当株数2,500株〕

　

EDINET提出書類

株式会社カワムラサイクル(E02264)

有価証券報告書

18/91



（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 6 10 25 10 2 1,8161,869 －

所有株式数

（株）
－ 651 540 11,498 154 794 13,56327,200－

所有株式数の

割合（％）
－ 2.39 1.99 42.27 0.57 2.92 49.86100.00－

　(注）自己株式1,627株は、「個人その他」に含めて記載しております。

　

（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

マックス株式会社 東京都中央区日本橋箱崎町６-６ 6,047 22.23

村山　民生 千葉県松戸市 3,256 11.97

極東開発工業株式会社 兵庫県西宮市甲子園口６丁目１-45 1,700 6.25

日進医療器株式会社 愛知県北名古屋市沖村字権現35－２ 1,560 5.74

株式会社ハートウェル 千葉市美浜区新港42-４ 1,056 3.88

林　慶旭

（常任代理人）

　みずほインベスターズ証券

台湾南投市

（常任代理人）

東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目10－30

793 2.92

松永　圭司 愛知県北名古屋市 515 1.89

新家工業株式会社 大阪市中央区南船場２丁目12-12 400 1.47　

株式会社ケイ・メディックス 名古屋市西区浮野町89 329 1.21

カワムラサイクル従業員持株会 神戸市西区上新地３丁目９-１　 320 1.18

計 － 15,976 58.74

  （注）１．上記のほか、自己株式が1,627株あります。

　　　　２．前事業年度末では主要株主でなかったマックス株式会社は、当事業年度末現在では主要株主となっております。

また、前事業年度末では主要株主であったパナソニック電工株式会社は、当事業年度末現在では主要株主では

ありません。

　　　　３．平成22年５月17日から平成22年６月17日までの間に行われたマックス株式会社による当社普通株式に対する公

開買付けの結果、平成22年６月24日付で以下のとおり親会社及び主要株主が異動しております。

　　　　　　マックス株式会社の公開買付け後の所有株式数は、16,522株（発行済株式総数の60.74％）となり、当社の親会社と

なっております。また、当事業年度末では主要株主であった村山民生氏は、平成22年６月24日時点において主

要株主ではなくなりました。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,627 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  25,573 25,573

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 27,200 － －

総株主の議決権 － 25,573 －

　

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社カワムラ

サイクル

神戸市西区上新地

３丁目９番１
1,627 － 1,627 5.98

計 － 1,627 － 1,627 5.98

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第3号に該当する普通株式の取得。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年２月10日）での決議状況

（取得期間　平成21年２月12日～平成21年４月30日）
500 50,000,000

当事業年度前における取得自己株式 180 11,177,600

当事業年度における取得自己株式 143 8,902,600

残存決議株式の総数及び価額の総額 177 29,919,800

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 35.4 59.8

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 35.4 59.8

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成22年２月22日）での決議状況

（取得期間　平成22年２月23日～平成22年５月31日）
500 50,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 123 9,793,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 377 40,206,500

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 75.4 80.4

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 75.4 80.4

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 1,627 － 1,627 －
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置付けており、利益の状況や将来の事業展開などを総合的

に勘案しながら、配当による利益還元（目標配当性向30％）を行ってまいります。

　また、業界における環境の変化や競争の激化に耐え得る企業体質の強化ならびに将来の積極的な事業展開に備える

ための内部留保の充実も図ってまいります。　

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。また、当社は、「会社法第459

条第１項の規定に基づき、取締役会決議により剰余金の配当を行うことができる」旨及び「取締役会決議により、毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めております。

　当事業年度の年間（期末）配当金につきましては、上記方針に基づき、１株当たり2,500円といたしました。この結

果、当事業年度の純資産配当率は1.6％となりました。配当原資については、利益剰余金であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成22年５月14日

取締役会決議
63,932 2,500

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 390,000 181,000 165,000 112,000 108,800

最低（円） 218,000 149,000 87,600 47,600 60,000

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記録された株主の所有株式数を１株につき２株の割

合をもって分割しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 78,800 75,000 74,000 73,100 79,700 87,500

最低（円） 73,000 60,300 61,800 67,000 66,500 77,000

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役社長

（代表取締

役）　

　 山﨑　　隆 昭和31年３月16日昭和53年４月マックス株式会社入社

平成15年10月同社営業本部オフィスプロ

ダクツ営業部第２ＯＰ営業

Ｇ課長

平成22年４月同社営業本部介護機器営業

部部長

平成22年６月

平成22年６月　

同社退社

当社入社　

平成22年６月当社代表取締役社長就任

（現任）

(注)2　 －

専務取締役 管理本部

長

浅山　　充 昭和29年６月８日平成19年６月当社入社

平成19年６月当社専務取締役執行役員管

理本部長（現任）

(注)2 18

取締役 管理本部

副本部長

妹尾　啓子 昭和42年８月18日平成９年７月 当社入社

平成17年５月当社執行役員経営企画部長

平成18年６月当社取締役執行役員ＣＳＲ

本部副本部長

平成19年４月当社取締役執行役員ＣＳＲ

本部長

平成19年６月当社取締役執行役員管理本

部副本部長（現任） 　

(注)2 82

取締役 ＣＳ・商

品本部

副本部長

 兼東日本

 ＣＳ統括 

 部長

野上　英樹 昭和38年１月19日平成12年４月当社入社

平成15年７月当社横浜サービスセンター

長

平成17年５月当社執行役員東日本ＣＳ統

括部長（現任）

平成18年６月

　

平成22年６月　

当社取締役執行役員ＣＳ本

部副本部長

当社取締役執行役員ＣＳ・

商品本部副本部長（現任）　

(注)2 39

取締役 国際事業

本部長

岩井　宏貴 昭和30年11月22日平成19年２月当社入社

平成19年６月当社執行役員生産本部長

平成21年６月

　

平成22年６月　

当社取締役執行役員生産本

部長

当社取締役執行役員国際事

業本部長（現任）　

(注)2　 ２
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

 取締役　 ＣＳ・商品

本部長

伊藤　正明　 昭和36年３月６日　平成21年６月当社入社

平成21年６月当社取締役執行役員ＣＳ本

部長　

平成22年６月当社取締役執行役員ＣＳ・

商品本部長（現任）　

(注)2　 －

取締役 　 塩川　　博 昭和29年７月14日昭和52年４月マックス株式会社入社

平成19年４月同社執行役員営業本部海外

営業部長

平成21年６月同社取締役上席執行役員営

業本部長、兼事業企画担当

（現任）

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)2　 －

取締役相談役 

 

村山　民生　 昭和23年６月17日　平成７年８月 グリーンヘルパー株式会社

（現株式会社カワムラサイ

クル）設立　代表取締役社

長

平成20年４月当社代表取締役社長退任　 　

平成20年４月当社取締役相談役

平成20年７月当社代表取締役会長

平成21年１月当社代表取締役会長兼社長

平成21年６月

平成22年６月　

当社代表取締役社長

当社代表取締役社長退任

当社取締役相談役（現任）

　

(注)2 106

 監査役　

　(常勤)

 幹戸　正孝　 昭和21年10月24日　昭和46年４月新家工業株式会社入社　

平成14年11月同社開発部長　

平成16年10月同社参事（開発部長）　

平成20年11月同社退社　

平成20年12月当社顧問　

平成21年６月当社監査役（現任）

(注)4　 －

監査役  鹿戸　照夫 昭和９年11月３日平成10年６月美津濃株式会社専務取締役

退任

平成10年６月同社顧問

平成12年６月同社顧問退任

平成13年６月当社監査役

平成15年６月当社専務取締役

平成16年１月当社専務取締役退任

平成16年２月当社顧問

平成16年６月当社監査役（現任）

(注)5 11
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役  川﨑　隆司 昭和11年11月23日昭和30年４月日興證券株式会社（現日興

コーディアル証券株式会

社）入社

平成４年２月 日興ビルディング株式会社

入社

平成７年６月 同社取締役

平成８年６月 同社常務取締役

平成９年６月 同社常務取締役退任

平成９年７月 株式会社ビル代行顧問

平成14年12月同社顧問退任

平成15年６月当社監査役（現任）

(注)6 ８

監査役  山田　讓二 昭和17年４月５日昭和36年４月日興證券株式会社（現日興

コーディアル証券株式会

社）入社

平成11年３月同社退社

平成18年６月当社監査役（現任）

(注)5　 18

監査役  加門　照廣 昭和22年７月31日昭和47年９月マックス株式会社入社

平成15年４月同社執行役員総務部長、兼

経理、ＩＲ・広報担当

平成17年６月同社取締役執行役員総務部

長、兼経理、ＩＲ・広報担当

平成20年６月同社常務取締役上席執行役

員経理部長、兼総務、ＩＲ・

広報、法務担当

平成22年４月同社常務取締役上席執行役

員、経理、総務、ＩＲ・広報

担当（現任）

平成22年６月当社監査役（現任）

(注)3　 －

計 284

　（注）１．取締役塩川博氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。また、監査役川﨑隆司氏、山田讓二氏

及び加門照廣氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成22年６月29日開催の当社定時株主総会の終結の時から１年間

３．平成22年６月29日開催の当社定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成21年６月27日開催の当社定時株主総会の終結の時から２年間

５．平成20年６月27日開催の当社定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成19年６月25日開催の当社定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、企業の安全性・健全性を保ち、経営の透明性・効率性を高め、企業価値をさらに向上させて株主の利益

を積極的に高める努力を継続することで、企業の社会的責任を果たすことをコーポレート・ガバナンスの基本

的な考え方としております。

①　会社の機関の内容

　当社の取締役会は８名（内、社外取締役1名）で構成しており、定例取締役会を月に１回、必要に応じて臨時

取締役会を開催しております。取締役会は、重要な業務執行の決定機関であり、執行役員からの業務執行の報

告を受け、法律や制度の改革に関する的確な情報収集と遵守確認やその他戦略的及び重要な会社の取り組む

べき課題について評価を行い、監督機能を果たしております。

  当社は監査役設置会社であります。当社の監査役会は社外監査役３名、社内監査役２名で構成しておりま

す。監査役は毎月開催される定例取締役会に出席し、客観的中立的な立場から経営の監視・助言を行っており

ます。そのほか、必要に応じて重要会議に出席しており、取締役会の意思決定過程及び取締役の業務執行状況

についての監査ならびに会計監査を実施し、適時に助言または勧告を行っております。

　

②　内部統制システムの整備の状況　

イ． 「取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制」

　　　　　　重要な意思決定及び報告に関する（取締役の意思決定又は取締役に対する報告に関する）取締役会議事録、株主総

会議事録、稟議書、契約書などの取締役の職務遂行に係る文書・資料の作成、情報の提供については、その保存

及び廃棄に関する文書管理規程を策定しております。

ロ． 「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

ⅰ）　リスク管理を統括する部門として管理本部を設置し、担当取締役を置いております。管理本部は、リスク

管理規程を定め、リスク管理体制の構築及び運用を行う体制の整備を進めております。

ⅱ）　各事業部門（各本部）は、それぞれの部門に関するリスク管理を行っております。各事業部門の長は、定

期的にリスク管理の状況を取締役会に報告する準備を進めております。

ⅲ）　管理本部は、事業部門のリスク管理状況を調査するとともに、予算統制を行っております。

ハ． 「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」

ⅰ）　会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締役ごとに責任を明確にしております。各事業部門

の、業績への責任を明確にしております。

ⅱ）　意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図っております。重要な事項については、適宜、

取締役会または執行役員会の合議により慎重な意思決定を行っております。

ニ． 「会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制」

ⅰ）　グループ・コンプライアンスマニュアルを定め、グループ全体のコンプライアンス体制の構築に努めて

おります。

ⅱ）　子会社管理の担当部署を置き、関係会社管理規程を定め、子会社の状況に応じて必要な管理を行っており

ます。

ⅲ）　管理本部は、グループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し、運用しております。

ⅳ）　グループ内取引の公正性を保持するため、関係会社管理規程を策定しております。グループ内取引につい

ては、必要に応じてＩＲ・コンプライアンス委員会が審査しております。

ⅴ）　管理本部は、グループ全体のリスク管理を調査し、グループ全体の予算統制、その他必要な調査、管理

　　　を行っております。

ホ． 「監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項」

　　　　　　使用人としての専従スタッフは置いていないが、総務部（取締役会事務局）より、必要に応じて情報提供、報告、連

絡等のサポートを行っております。また、内部監査室との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務が

図れるようにしております。

ヘ． 「前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項」

監査役の職務の補助を事実上行っている内部監査室の使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査

役の意見を聴取し、これを尊重しております。
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ト． 「取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制」

ⅰ）　取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがあるとき、役職員によ

る違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、

監査役に報告しております。

ⅱ）　各事業部門を統括する各取締役は、監査役会と協議の上、定期的または不定期に、担当する部門のリスク

管理体制について報告するものとしております。

チ． 「その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制」

ⅰ）　役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めております。

ⅱ）　代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及び効

果的な監査業務の遂行を図っております。

リ． 「財務報告の信頼性を確保するための体制」

当社及び当社グループの信頼性のある財務報告の作成及び金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効

かつ適切な提出のため、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能すること

を継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行っております。

　

〈反社会的勢力に向けた基本的な考え方及びその整備状況〉

イ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方　

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮

断します。また、反社会的勢力からの不当要求に備えて、警察当局及び弁護士等の外部専門機関との連携体制

強化を図っております。

ロ．反社会的勢力排除に向けた整備状況

ⅰ）対応部門の設置

　　　　　　　総務部を対応部門として、不当要求などの事案ごとに関係部門と協議の上、対応いたします。

ⅱ）外部専門機関との連携

　　　　　　　所轄警察署や顧問弁護士等、外部専門機関と連携をとっております。

ⅲ）反社会的勢力に関する情報の収集・管理

　　　　　　　総務部において、反社会的勢力に関する情報を収集し、一元管理を行っております。

ⅳ）対応マニュアルの整備

　　　　　　　「コンプライアンスマニュアル」に明記しております。

ⅴ）教育・研修活動の実施

　　　　　　　企業行動憲章及びコンプライアンスマニュアルに関して社内研修を通じて周知・徹底しております。

　

③　内部監査及び監査役監査の状況

イ． 内部監査の状況

代表取締役社長の直轄部門として内部監査部門を設置しております。内部監査室は、年度監査方針・計画な

らびに監査報告書を代表取締役社長及び監査役会に報告しております。内部監査室は、監査役と随時情報交換

を行い業務活動や法令遵守の状況等についての内部監査を効率的に実施し、改善に向けた助言・勧告を行っ

ております。

ロ． 監査役監査

監査役は、取締役会に出席するほか、必要に応じて重要会議に出席しており、経営の状況を把握するなどの

監視活動ならびに会計監査を実施し、適時に助言または勧告を行います。また、前事業年度の監査実績、繰越案

件等を勘案し策定された監査基本計画に基づき、法令・定款及び社内規程を遵守した経営活動を行っている

かどうか、適法であっても社会通念上、不適正・不当と見られる点はないか、会社に著しく損害を与える恐れ

はないかを監査するほか、必要に応じて各取締役、会計監査人との間で適宜意見交換を行っております。

なお、監査役鹿戸照夫氏は、税理士資格を有しております。また、長年にわたり経理部門で実務・管理・経営

としての経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
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④　会計監査の状況　

会計監査については新日本有限責任監査法人を選任し、期中の会計処理及び決算内容について会計監査を

受け、適正な会計処理及び透明な経営の確保に努めております。監査役は、会計監査人から期初に監査計画の

説明を受け、適宜、情報交換を行い会計監査人と緊密な連携を図っております。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員　業務執行社員　西原　健二 新日本有限責任監査法人

指定社員　業務執行社員　和田林一毅 新日本有限責任監査法人

監査業務に係わる補助者の構成

公認会計士　２名

会計士補等　３名

新日本有限責任監査法人

　

⑤　会社の構図・内部統制の図表

　

⑥　社外取締役及び社外監査役と会社との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係

イ．社外取締役及び社外監査役との関係　

当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であります。社外取締役及び社外監査役との間に特別の利害関

係はありません。

塩川博氏は、平成22年６月29日開催の第15回定時株主総会において新たに選任されました。同氏は、長年に

わたる営業経験と幅広い見識を有していることから社外取締役に選任しております。

川﨑隆司氏は、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

加門照廣氏は、平成22年６月29日開催の第15回定時株主総会において新たに選任されました。同氏は、長年

にわたる経営者としての豊富な経営と幅広い見識を有していることから社外監査役に選任しております。

なお、社外取締役である塩川博氏ならびに社外監査役である加門照廣氏は発行済株式総数の60.74％を保有

する筆頭株主であるマックス株式会社の取締役を務めております。

ロ．取締役会及び監査役会への出席状況　

　
　取締役会（15回開催） 　監査役会（13回開催）

　出席回数 出席率　 出席回数　 出席率　

　社外監査役　川﨑　隆司 　　　　　12回 　　80.0％　　　　　　12回　 　　92.3％　

　社外監査役　山田　讓二 　　　　　12回 　　80.0％　　　　　　12回　 　　92.3％　
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ハ．取締役会及び監査役会における発言状況

監査役川﨑隆司氏は、主に経営者の見地や金融及び営業の専門家としての見地から意見を述べるなど、取締

役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会においても

同様の見地から適宜必要な発言を行っております。

監査役山田讓二氏は、主に管理者としての経験や金融及び営業の専門家としての見地から意見を述べるな

ど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会に

おいても同様の見地から適宜必要な発言を行っております。

　

⑦　社外取締役及び社外監査役との責任限定契約　

当社は、会社法426条１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第1項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の賠償責任を法令に定める限度におい

て免除することができる旨定款で定めております。これは取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、その

能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

　

⑧　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
40,362 40,362 － － － 9

監査役

（社外監査役を除く。）
7,650 7,650 － － － 3

社外役員 3,600 3,600 － － － 2

ロ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

26,820　 6
各本部長及び各副本部長として

の給与であります。

ハ．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

　

⑨　取締役の定数

　当社は、取締役の定数を８名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑩　取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、株主総会の議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票によら

ないものとする旨を定款で定めております。

 

⑪　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法459条第１項各号に定める事項については、取締役会決議により定めることがで

きる旨を定款で定めております。これは剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、機動的な資本政策

及び配当政策を図ることを目的とするものであります。

  

⑫　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を図るため、会社法309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって決議を行う旨を定款で定めております。
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⑬　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　　２銘柄　　　　2,430千円

ロ．保有目的が純投資以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的　

　銘柄 株式数（株）　 貸借対照表計上額（千円）　 保有目的

　株式会社トーカイ 2,259 2,304　 　営業活動の円滑な推進

　株式会社Ｇ－７ホールディングス 200　 126　 　営業活動の円滑な推進

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並　

　

　　　　　　びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　

　前事業年度

（千円）
　当事業年度（千円）

貸借対照表計上

額の合計額

貸借対照表計上

額の合計額

受取配当金の合

計額　

売却損益の

合計額

評価損益の

合計額　

非上場株式　 　－ －　 －　 －　 －　

上記以外の株式 　－ 10,439　 156　 1,838　 △17　

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 19,500 954 19,000 －

連結子会社 － － － －

計 19,500 954 19,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

　〈前連結会計年度〉

該当事項はありません。

　〈当連結会計年度〉　

　当社の連結子会社である?州立泰医療康復器材有限公司については、当社の監査公認会計士等と同一の

ネットワークに属しているErnst＆Youngに対して監査報酬を支払っております。　

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　〈前連結会計年度〉　

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、「財務報告に係る内部統制に

関する指導、助言」であります。

　〈当連結会計年度〉

該当事項はありません。　

　

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月1日から平成21年３月31日まで）の財務諸表については、

監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については、新日本有限責任監査法人

により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

　　前連結会計年度及び前事業年度

　　　監査法人トーマツ

　　当連結会計年度及び当事業年度

　　　新日本有限責任監査法人

　臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

　（１）異動に係る監査公認会計士等

　　　選任する監査法人の名称

　　　　新日本有限責任監査法人

　（２）異動の年月日

　　　　平成21年６月27日　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入し、適正な連結財務諸表等を作成するための社内規程、マニュアル、指針等の整備を行っ

ております。

　また、公益財団法人財務会計基準機構等の行うセミナー等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,262,604 1,322,620

受取手形及び売掛金 641,307 648,730

有価証券 10,152 10,163

商品及び製品 359,704 356,106

仕掛品 177,985 98,737

原材料及び貯蔵品 416,112 352,626

繰延税金資産 50,309 27,079

デリバティブ資産 1,641 －

その他 191,589 102,735

貸倒引当金 △4,035 △1,324

流動資産合計 3,107,372 2,917,477

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※
 1,185,785

※
 1,192,481

減価償却累計額 △329,766 △376,329

建物及び構築物（純額） 856,018 816,152

機械装置及び運搬具 318,006 334,027

減価償却累計額 △140,069 △164,523

機械装置及び運搬具（純額） 177,936 169,504

土地 ※
 1,028,166

※
 1,028,166

建設仮勘定 1,209 1,224

その他 142,325 145,077

減価償却累計額 △110,565 △123,438

その他（純額） 31,760 21,639

有形固定資産合計 2,095,091 2,036,687

無形固定資産

のれん 68,379 40,403

その他 14,337 16,213

無形固定資産合計 82,717 56,616

投資その他の資産

投資有価証券 14,833 15,626

繰延税金資産 13,523 14,436

その他 130,252 142,450

貸倒引当金 △1,402 △17

投資その他の資産合計 157,207 172,496

固定資産合計 2,335,016 2,265,801

資産合計 5,442,388 5,183,278
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 153,461 83,683

短期借入金 ※
 714,000 857,500

1年内返済予定の長期借入金 ※
 149,533

※
 72,212

リース債務 16,673 18,663

未払法人税等 140,337 13,138

賞与引当金 44,079 42,248

デリバティブ負債 65,161 59,143

その他 122,526 109,224

流動負債合計 1,405,774 1,255,813

固定負債

長期借入金 ※
 146,687

※
 74,475

リース債務 79,730 62,086

退職給付引当金 30,793 36,110

デリバティブ負債 88,086 80,646

長期未払金 58,136 56,911

負ののれん 36,838 27,628

固定負債合計 440,272 337,857

負債合計 1,846,047 1,593,671

純資産の部

株主資本

資本金 1,484,550 1,484,550

資本剰余金 1,516,900 1,516,900

利益剰余金 745,073 760,056

自己株式 △118,000 △136,696

株主資本合計 3,628,523 3,624,809

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,033 348

為替換算調整勘定 △38,463 △35,555

評価・換算差額等合計 △39,497 △35,207

少数株主持分 7,316 4

純資産合計 3,596,341 3,589,606

負債純資産合計 5,442,388 5,183,278
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 3,670,000 3,466,257

売上原価 ※1
 2,167,454

※1
 1,923,729

売上総利益 1,502,546 1,542,528

販売費及び一般管理費

運賃 173,295 167,861

報酬及び給料手当 430,918 433,013

賞与引当金繰入額 23,703 29,600

退職給付引当金繰入額 5,219 3,930

貸倒引当金繰入額 136 18

その他 ※2
 678,333

※2
 625,494

販売費及び一般管理費合計 1,311,606 1,259,918

営業利益 190,939 282,609

営業外収益

受取利息 3,289 1,029

受取配当金 847 228

受取家賃 2,895 3,279

デリバティブ評価益 113,583 11,816

負ののれん償却額 9,209 9,209

金型精算金受入 － 3,782

その他 9,635 7,177

営業外収益合計 139,460 36,523

営業外費用

支払利息 14,186 19,822

為替差損 113,005 126,213

その他 8,244 2,070

営業外費用合計 135,436 148,107

経常利益 194,963 171,025

特別利益

貸倒引当金戻入額 409 267

固定資産売却益 ※3
 2,262 －

投資有価証券売却益 11,981 1,838

特別利益合計 14,652 2,105

特別損失

固定資産除却損 ※4
 2,618 －

投資有価証券評価損 13,939 －

減損損失 ※5
 12,093 －

特別損失合計 28,651 －

税金等調整前当期純利益 180,964 173,131

法人税、住民税及び事業税 136,335 79,433

法人税等調整額 24,243 21,371

法人税等合計 160,578 100,805

少数株主損失（△） △13,077 △7,254

当期純利益 33,463 79,580
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,484,550 1,484,550

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,484,550 1,484,550

資本剰余金

前期末残高 1,516,900 1,516,900

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,516,900 1,516,900

利益剰余金

前期末残高 778,222 745,073

当期変動額

剰余金の配当 △66,612 △64,597

当期純利益 33,463 79,580

当期変動額合計 △33,148 14,983

当期末残高 745,073 760,056

自己株式

前期末残高 △60,427 △118,000

当期変動額

自己株式の取得 △57,573 △18,696

当期変動額合計 △57,573 △18,696

当期末残高 △118,000 △136,696

株主資本合計

前期末残高 3,719,245 3,628,523

当期変動額

剰余金の配当 △66,612 △64,597

当期純利益 33,463 79,580

自己株式の取得 △57,573 △18,696

当期変動額合計 △90,722 △3,713

当期末残高 3,628,523 3,624,809
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,237 △1,033

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

203 1,381

当期変動額合計 203 1,381

当期末残高 △1,033 348

為替換算調整勘定

前期末残高 35,519 △38,463

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△73,983 2,907

当期変動額合計 △73,983 2,907

当期末残高 △38,463 △35,555

評価・換算差額等合計

前期末残高 34,282 △39,497

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△73,780 4,289

当期変動額合計 △73,780 4,289

当期末残高 △39,497 △35,207

少数株主持分

前期末残高 92,334 7,316

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △85,018 △7,311

当期変動額合計 △85,018 △7,311

当期末残高 7,316 4

純資産合計

前期末残高 3,845,862 3,596,341

当期変動額

剰余金の配当 △66,612 △64,597

当期純利益 33,463 79,580

自己株式の取得 △57,573 △18,696

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △158,798 △3,021

当期変動額合計 △249,521 △6,735

当期末残高 3,596,341 3,589,606
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 180,964 173,131

減価償却費 100,341 90,508

減損損失 12,093 －

のれん償却額 32,363 32,594

負ののれん償却額 △9,209 △9,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） △262 △4,180

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,503 △1,831

退職給付引当金の増減額（△は減少） 773 5,316

受取利息及び受取配当金 △4,136 △1,258

支払利息 14,186 19,822

為替差損益（△は益） △4,297 360

デリバティブ評価損益（△は益） △113,583 △11,816

固定資産売却損益（△は益） △2,262 －

固定資産除却損 2,618 －

投資有価証券売却損益（△は益） △11,981 △1,838

投資有価証券評価損益（△は益） 13,939 －

売上債権の増減額（△は増加） 150,029 △7,534

たな卸資産の増減額（△は増加） △99,157 151,402

仕入債務の増減額（△は減少） △7,085 △71,809

その他 △638 △23,281

小計 250,192 340,374

利息及び配当金の受取額 4,136 1,258

利息の支払額 △17,433 △21,145

法人税等の還付額 58,785 －

法人税等の支払額 △6,291 △207,255

営業活動によるキャッシュ・フロー 289,389 113,232

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △95,531 △147,654

定期預金の払戻による収入 87,590 86,442

有形固定資産の取得による支出 △33,563 △25,239

有形固定資産の売却による収入 86 －

無形固定資産の取得による支出 △740 △5,331

投資有価証券の取得による支出 △2,755 △611

投資有価証券の売却による収入 25,581 3,985

関係会社株式の取得による支出 － △4,675

出資金の払込による支出 － △1,000

関係会社出資金の取得による支出 △35,889 －

その他投資の取得による支出 － △4,962

その他投資の売却による収入 23,760 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,461 △99,048
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 31,500 143,500

長期借入金の返済による支出 △109,022 △154,200

セール・アンド・リースバックによる収入 － 96,204

リース債務の返済による支出 － △17,186

自己株式の取得による支出 △57,573 △18,696

配当金の支払額 △65,970 △65,183

財務活動によるキャッシュ・フロー △201,067 △15,562

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,797 193

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 52,063 △1,185

現金及び現金同等物の期首残高 1,116,783 1,229,423

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

60,576 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,229,423

※1
 1,228,238
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　３社

連結子会社名

　?州立泰医療康復器材有限公司

　厦門愛泰康復器材有限公司

 　ランドウォーカー株式会社

　上記のうち、ランドウォーカー株式会社に

ついては、当連結会計年度から重要性が増

したため、連結の範囲に含めております。

連結子会社の数　　３社

連結子会社名

　?州立泰医療康復器材有限公司

　厦門愛泰康復器材有限公司

 　ランドウォーカー株式会社

２．持分法の適用に関する事

項

　持分法の適用対象となる関連会社等はあ

りません。

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の?州立泰医療康復器材有限

公司、厦門愛泰康復器材有限公司及びラン

ドウォーカー株式会社の決算日は、12月31

日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

　　時価法を採用しております。

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産

ａ　製品、商品、原材料、仕掛品

　当社及び連結子会社は主として総平

均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

ただし、受注生産の製品・仕掛品は個

別法による原価法によっております。

③　たな卸資産

ａ　製品、商品、原材料、仕掛品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ｂ　貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

ｂ　貯蔵品

同左

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ20,514千

円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。　

――――――

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を、ま

た在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。

　ただし、当社及び国内連結子会社は平成

10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっておりま

す。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　 ８～47年

機械装置及び運搬具　 ４～12年

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社の機械装置に

ついては、従来、耐用年数を10～15年とし

ておりましたが、当連結会計年度より９

～12年に変更しております。

　これは、平成20年度の税制改正を契機に

耐用年数を見直したことによるものであ

ります。

　これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。

――――――

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、セール・アンド・リースバック取

引に係るリース資産は、自己所有の固定

資産に適用する減価償却方法と同一の方

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

　また、リース資産102,859千円は機械装

置及び運搬具に含めて表示しておりま

す。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、セール・アンド・リースバック取

引に係るリース資産は、自己所有の固定

資産に適用する減価償却方法と同一の方

法を採用しております。

　また、リース資産88,421千円は機械装置

及び運搬具に含めて表示しております。

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当社

は支給見込額のうち当期負担額を計上し

ております。

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に備えるため、当

社は当連結会計年度末における退職給付

債務を計上しております。

　なお、退職給付引当金の対象従業員が

 300名未満であるため、簡便法によって

おり、退職給付債務の金額は当連結会計

年度末自己都合要支給額としておりま

す。

③　退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子

会社の資産及び負債は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。

同左

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。また、控除対象外消

費税等については、当連結会計年度の負担

すべき期間費用として処理しております。

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税

等については、投資その他の資産の「その

他」に計上し、法人税法に規定する期間

（５年間）にわたり償却しております。

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、

５年間の均等償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

 （リース取引に関する会計基準）　

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっておます。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

――――――

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）　

　  当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。

　なお、これによる損益へ与える影響はありません。

――――――

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」として掲記しております。なお、前連結会計年

度に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」は、それぞれ315,264千円、173,849千円、399,460

千円であります。　　　　

――――――

EDINET提出書類

株式会社カワムラサイクル(E02264)

有価証券報告書

43/91



【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※　　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※　　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 593,063千円

土地 913,594

計 1,506,658

建物 565,931千円

土地 913,594

計 1,479,526

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 50,000千円

１年内返済予定の長期借入金 75,852

長期借入金 146,687

計 272,539

　 　

１年内返済予定の長期借入金 72,212千円

長期借入金 74,475

計 146,687

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

20,514千円　

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

      6,520千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は79,095千円で

あります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は68,564千円で

あります。

※３　固定資産売却益はその他投資2,262千円でありま

す。

――――――

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 691千円

機械装置及び運搬具 1,892

工具器具備品　 34

計 2,618

――――――

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

厦門愛泰康復器材

有限公司 

（福建省厦門市（中

国））

　事業用資産 建物　

　当社グループは、原則として、事業用資産について

は法人単位を基準としてグルーピングを行ってお

り、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。

　当連結会計年度において、事業の用に供している資

産のうち、稼働率が著しく下落した資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（12,093千円）として特別損失に計上いた

しました。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しております。

――――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 27,200 ― ― 27,200

合計 27,200 ― ― 27,200

自己株式                 

普通株式　（注） 555 806 ― 1,361

合計 555 806 ― 1,361

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加806株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月23日

取締役会
普通株式 66,612 2,500平成20年３月31日平成20年６月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月15日

取締役会
普通株式 64,597利益剰余金 2,500平成21年３月31日平成21年６月11日
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 27,200 ― ― 27,200

合計 27,200 ― ― 27,200

自己株式                 

普通株式　（注） 1,361 266 ― 1,627

合計 1,361 266 ― 1,627

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加266株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月15日

取締役会
普通株式 64,597 2,500平成21年３月31日平成21年６月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月14日

取締役会
普通株式 63,932利益剰余金 2,500平成22年３月31日平成22年６月14日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

※１　現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,262,604千円

有価証券勘定 10,152

預金期間が３か月

を超える定期預金
△43,333

現金及び現金同等物 1,229,423

　

※１　現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,322,620千円

有価証券勘定 10,163

預金期間が３か月

を超える定期預金
△104,546

現金及び現金同等物 1,228,238

２　重要性が増したため新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　重要性が増したため新たにランドウォーカー株式

会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳は次のとおりであります。

流動資産 100,656千円

固定資産 1,623

資産合計 102,280

流動負債 36,136

負債合計 36,136

　

――――――
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転ファイナンス・リース取引

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

　連結子会社である?州立泰医療康復器材有限公司が

使用する機械装置の一部であります。

①リース資産の内容

有形固定資産

　連結子会社である?州立泰医療康復器材有限公司が

使用する機械装置の一部であります。

②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　

②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

――――――

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置及び
運搬具

6,366 6,366 －

合計 6,366 6,366 －

　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　

　

２．未経過リース料期末残高相当額 　

１年内 －千円

１年超 － 

合計 － 

　

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法により、算定しております。

　

　

３．支払リース料及び減価償却費相当額 　

支払リース料 636千円

減価償却費相当額 636千円

　

　 　

　 　

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な

余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリ

バティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

　

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証

券は、主に取引先企業の株式であり、市場価額の変動リスクに晒されております。 

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、その一部には、製

品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。借入金及びリース債務

は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で３年半後であり

ます。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先

物為替予約取引であります。　

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、ＣＳ本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っており

ます。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、取引執行不能のリスクを軽減するために、格付の高い金融機関と

のみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額

により表わされております。

　当社は、外貨建ての営業債務について、為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を利用して

ヘッジしております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ取引管理規程に基づき、管理本

部（経理部）が取引を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金 1,322,620 千円 1,322,620 千円 － 千円

受取手形及び売掛金 648,730 648,730 －

有価証券及び投資有価証券 25,790 25,790 －

資産計 1,997,141 1,997,141 －

短期借入金 857,500 857,500 －

長期借入金 146,687 148,591 1,904

負債計 1,004,187 1,006,091 1,904

デリバティブ取引（＊） （139,790） （139,790） －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の資産・負債は純額で表示しており、合計で正味の負債となる

項目については（　）で示しております。　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　現金及び預金、並びに受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に

関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

　デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　該当事項はありません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内
１年超５年

以内

５年超10年

以内
10年超

現金及び預金 1,319,673 千円 － 千円 － 千円 － 千円

受取手形及び売掛金 648,730 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

その他 － 1,735 － －

合計 1,971,350 1,735 － －

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しており

ます。

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日）

　１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 1,443 1,507 64
(2）その他 1,747 2,112 365

小計 3,190 3,620 429
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 種類 取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 13,384 11,212 △2,171
(2）その他 － － －

小計 13,384 11,212 △2,171

合計 16,574 14,833 △1,741

　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

25,581 11,981 －

　３．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

中期国債ファンド 10,152

　４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

種類 １年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

その他 － 1,336 － －

合計 － 1,336 － －

当連結会計年度（平成22年３月31日）

　１．その他有価証券

 種類 連結貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 8,205 7,755 450
(2）その他 2,756 1,747 1,008

小計 10,962 9,502 1,459

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 4,664 5,537 △872
(2）その他 － － －

小計 4,664 5,537 △872

合計 15,626 15,039 586

　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 3,985 1,838 －

合計　 3,985 1,838 －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）　

　１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は為替予約取引及び通貨オプション取引であります。

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、外貨建仕入実績等を踏まえ、必

要な範囲内でデリバティブ取引を取組むこととしております。従って、投機的な取引は行わない方針であります。

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、通常の営業過程における外貨建仕入取引の為替変動によるリスクを回避し、安定的な

利益の確保を図る目的で利用しております。

(4）取引に係るリスクの内容

　当社が利用している為替予約取引及び通貨オプション取引は為替変動によるリスクを有しております。なお、当社

のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと判断しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、管理本部（経

理部）が決裁担当者の承認を得て行っております。

　２．取引の時価等に関する事項

　　　　 通貨関連

　　　　　 前連結会計年度（平成21年３月31日）

区
分

種類 契約額等（千円）
契約額等のうち
１年超（千円）

時価（千円） 評価損益（千円）

市

場

取

引

以

外

の

取

引

通貨オプション取引     

売建     

プット     

米ドル 3,439,1002,259,980△250,191 △250,191

買建     

コール     

米ドル 2,220,6761,277,380 98,584 98,584

合計 ― ― ― △151,607

（注）１．時価の算定方法

期末時価は、当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。

２．通貨オプション取引は、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引　

　　　通貨関連　　　　　

区
分

取引の種類
当連結会計年度（平成22年３月31日）　

契約額等（千円）
契約額等のうち
１年超（千円）

時価（千円） 評価損益（千円）

市

場

取

引

以

外

の

取

引

通貨オプション取引     

売建     

プット     

米ドル 2,139,9201,283,952△184,469 △184,469

買建     

コール     

米ドル 1,209,520 641,976 44,679 44,679

合計 ― ― ― △139,790

（注）１．時価の算定方法

期末時価は、当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。

２．通貨オプション取引は、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

  
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

(1）退職給付債務 　 △30,793 千円 △36,110 千円

(2）退職給付引当金 　 △30,793 千円 △36,110 千円

  （注）退職給付債務の算定に当

たり、期末自己都合要支

給額を退職給付債務とす

る簡便法を採用しており

ます。

同左

３．退職給付費用の内訳

  
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

退職給付費用    

(1）勤務費用 　 6,541 千円 5,767 千円

(2) 退職給付費用 　 6,541 千円 5,767 千円

  （注）当社は簡便法を採用して

いるため、退職給付費用

はすべて勤務費用として

おります。

同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

　当社は簡便法の退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を採用しているため、基礎率

等について記載しておりません。

同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 17,914千円

たな卸資産評価減 14,329  

　その他 18,065  

繰延税金資産（流動） 50,309  

  

繰延税金資産（固定）

   

貸倒引当金繰入限度超過額 301  

退職給付引当金 12,514  

長期未払金 23,626  

有価証券評価差額 707  

繰越欠損金 69,454  

 小計 106,604  

評価性引当額 △93,081  

繰延税金資産（固定） 13,523  

　

　

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 17,165千円

　その他 9,913  

繰延税金資産（流動） 27,079  

 

  

繰延税金資産（固定）

   

貸倒引当金繰入限度超過額 3   

退職給付引当金 14,671  

長期未払金 23,123  

繰越欠損金 84,303  

 小計 122,101  

評価性引当額 △107,426  

繰延税金資産（固定） 14,675  

繰延税金負債（固定） 　   

有価証券評価差額 238  

繰延税金負債（固定） 238  

繰延税金資産（固定）の純額 14,436  

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 0.8％

 

住民税均等割額 4.6％ 

評価性引当額の増減 26.8％ 

のれん償却額 5.2％ 

連結修正 6.9％ 

その他 3.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 88.7％

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 1.0％

 

住民税均等割額 4.9％ 

評価性引当額の増減 13.1％ 

のれん償却額 5.5％ 

連結修正 △5.6％ 

その他 △1.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 58.2％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年４月１日　

至　平成22年３月31日）

　当企業グループの主たる事業は、車いす製造、販売であり、製品の種類、性格、販売市場等の類似性から判断し

て、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。

　　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

中国
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社　
　
　（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                     

　売上高                     

  (1）外部顧客に対する売上高 3,642,49427,5063,670,000 ― 3,670,000

　(2）セグメント間の内部売上

　　　高又は振替額
― 974,790 974,790（974,790）　 ―

計 3,642,4941,002,2964,644,791（974,790）　3,670,000

　　営業費用 3,345,1341,070,3004,415,434（936,373）　3,479,061

    営業利益又は営業損失（△） 297,359△68,003 229,356（38,417）　 190,939

 Ⅱ　資産 5,263,817922,1026,185,920（743,531）　5,442,388

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、114,833千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（長期預金及び投資有価証券）勘定であります。

３．当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。これにより、日本の営業利益が20,514千円減少しております。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本
（千円）

中国
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社　
　
　（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                     

　売上高                     

  (1）外部顧客に対する売上高 3,449,63016,6273,466,257 ― 3,466,257

　(2）セグメント間の内部売上

　　　高又は振替額
― 1,013,5511,013,551（1,013,551） ―

計 3,449,6301,030,1784,479,809（1,013,551）3,466,257

　　営業費用 3,130,3771,026,7634,157,141（973,493）3,183,647

    営業利益　 319,252 3,415 322,668 （40,058） 282,609

 Ⅱ　資産 5,183,642729,2035,912,845（729,567）5,183,278

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、115,626千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（長期預金及び投資有価証券）勘定であります。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年４月１日　

至　平成22年３月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 138,899円55銭

１株当たり当期純利益金額 1,269円78銭

１株当たり純資産額 140,366円88銭

１株当たり当期純利益金額 3,096円76銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益（千円） 33,463 79,580

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 33,463 79,580

期中平均株式数（株） 26,354 25,698

EDINET提出書類

株式会社カワムラサイクル(E02264)

有価証券報告書

56/91



（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、マックス株式会社（以下「公開買付者」といいます。）に

よる当社株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に関して賛同の意見を表明することを

決議いたしました。一方、本公開買付価格の妥当性については意見を留保し、本公開買付けに応募するか否かは株

主の皆様の判断に委ねることを決議いたしました。また、併せて公開買付者との間で業務提携契約を締結するこ

とを決議いたしました。

　なお、本公開買付けは、平成22年５月17日から平成22年６月17日まで実施され、その結果、公開買付者は当社普通

株式10,475株（発行済株式総数の38.51％）を取得し、平成22年６月24日付で、当社はマックス株式会社の子会社

となっております。

　

（１） 公開買付者の概要

①名称 マックス株式会社

②所在地 東京都中央区日本橋箱崎町６－６

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長　三井田　孝嗣

④事業内容 インダストリアル機器、オフィス機器の製造販売

⑤資本金 12,367百万円

⑥設立年月日 昭和17年11月

⑦大株主および持株比率

(平成21年９月30日現在)

第一生命保険相互会社

日本生命保険相互会社

マックス共栄会第一持株会

日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社みずほ銀行

株式会社群馬銀行

マックス共栄会第二持株会

明治安田生命保険相互会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

9.28％

8.76％

5.78％

5.45％

4.64％

4.19％

4.04％

3.34％

3.32％

3.19％

⑧当社と公開買付者の関係 資本関係 平成22年５月14日現在、公開買付者は当社の普通株式6,047株（所

有株式数割合22.23％）を保有する筆頭株主であり、その他の関係

会社であります。

　 人的関係 当社と公開買付者との間には、記載すべき人的関係はありません。

また、当社の関係者および関係会社との間には、特筆すべき人的関

係はありません。

　 取引関係 当社と公開買付者との間には、記載すべき取引関係はありません。

また、当社の関係者および関係会社との間には、特筆すべき取引関

係はありません。

　 関連当事者への該

当状況

公開買付者は、当社のその他の関係会社に当たるため、連結財務諸

表の用語、様式および作成方法に関する規則第15条の４に定める

関連当事者に該当します。
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（２） 意思決定に至った過程及び理由

　当社は、当社および連結子会社３社で構成されており、車いすを中心とする福祉用具の製造販売を主な事業

内容とし、市場ニーズを的確に捉えた製品開発や営業活動を展開しております。高齢社会の進展に伴う福祉用

具の需要の増加によって、福祉用具のJISマーク表示制度が一昨年からスタートしたことにより、企業の安全

・安心の確保に取り組む姿勢に対し、さらに強い関心が向けられております。

これからの世界的な高齢社会に伴い、福祉用具に対するニーズはますます拡大し、福祉用具に対する認知

度と期待が一層高まっていくものと思われます。当社グループは、今後も特色のある製品を開発し、他社との

差別化を図り、世界的に市場深耕を図ってまいります。

一方、公開買付者は、昭和17年に設立され、「ガラス張りの経営に徹する。全員参画の経営に徹する。成果配

分の経営に徹する。」という経営基本姿勢の基に、ホッチキスや事務機械などのオフィス機器部門と、釘打機

や浴室暖房換気乾燥機および床暖房システムなどのインダストリアル機器部門を中心に、事業を展開してい

ます。

インダストリアル機器部門の主な対象とする住宅市場においては、近年、新設および既設住宅のリフォー

ムによる住宅設備機器の充実・高機能化が進み、今後の市場拡大が見込まれています。

これまで公開買付者は、住環境機器事業を新規事業と位置づけ、市場でトップシェアを有する基幹商品の

浴室暖房換気乾燥機を中心に、公開買付者が独自に開発したディスポーザ・システムや、床暖房システムなど

の製品アイテムを加えて、事業領域の拡大に取り組んでまいりました。

このような状況の下で公開買付者は、国内における高齢社会の進展に伴う、在宅介護ニーズの増加に合わ

せて、介護関連機器分野における公開買付者の独自技術を活用した事業展開が可能と考え、現在、介護関連機

器の開発に取り組んでいます。

現在、当社は公開買付者の「顧客の現場で、顧客の使用・作業環境に合わせた製品を開発するメカトロ技

術」と当社の「介護機器・福祉用具分野での豊富なノウハウ」とのシナジーを発揮した新たな製品開発を進

めておりますが、平成22年5月14日当社ならびに公開買付者は、それぞれの事業分野の経営資源を活用して製

品の開発・生産から販売に至るまでの広範囲にわたる業務提携契約を締結いたしました。

さらに公開買付者はこれまで、平成21年８月11日に株式会社イエローハットより、平成22年１月29日には

パナソニック電工株式会社より、二度にわたり当社の株式を取得し、当社の筆頭株主となるに至っておりま

す。

　かかる事業環境のなかで、当社は公開買付者との関係を更に強化し新たな介護関連機器事業に取り組むこと

は両社にとって有益であり、かつ両社の企業価値を高め、ひいては株主価値向上に資するものと考えておりま

す。

　こうした経緯により、公開買付者が、本公開買付けを通じて当社株式の所有株式数割合を更に高めることで、

当社とより強固な協力体制の構築を実現し、このことが企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資すると

判断し、本公開買付けに賛同する旨の決議をいたしました。

　ただし、当社の代表取締役社長の村山民生は、当社の第二位の株主でもあり、公開買付者との関係強化に率先

して取り組むことが当社の業容拡大に資するとの判断の基に当社の本公開買付けに応募する可能性があるた

め、取引の公正性を期す観点から上記取締役会の審議および決議には参加しておりません。

　当社は、公開買付者との更なる関係強化を図るため、当社と公開買付者がそれぞれ得意分野で経営資源を利

用して製品の開発・生産・販売等の業務全般を協力して実施することを目的とする業務提携契約を平成22年

５月14日付で締結しております。なお、本業務提携契約は、包括業務提携であり、具体的な内容については、今

後段階的に締結する個別契約の中で定めてまいります。
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（３）本公開買付けの概要　

① 買付け等をする株券等の種類

　 普通株式

② 買付けの期間

　 平成22年５月17日から平成22年６月17日まで（24営業日）

③ 買付け等の価格

　 １株につき100,000円

④ 買付け等の価格の算定根拠等

　 公開買付け者は、買付け価格の決定に当たり、第三者算定機関であるＴＦＰビジネスソリューション株式

会社より、平成22年５月13日付で対象者株式の株式価値算定書を取得しております。

⑤ 買付け予定の株券等の数

　 普通株式　19,526株

　 　　　　　下限：なし

　 　　　　　上限：なし

⑥ 決済の開始日

　 平成22年６月24日

　

（４）本公開買付けによる上場廃止の見込み及び二段階買収の手続きについて

　本公開買付けは当社株式の上場廃止を目的とするものではないとの説明を受けております。しかし公開買付

者は、買付けを行う株式の数に上限を設けておりません。

本公開買付けの結果により、株式会社東京証券取引所の定める東証マザーズの上場廃止基準に抵触した場

合には、上場廃止基準を回避して上場維持の措置をとるため、公開買付者と速やかに検討し、上場維持のため

の方策を決定いたします。　　　　

　また、いわゆる二段階買収に関して、現時点で、本公開買付け後に、当社の普通株式を追加取得する予定はあ

りません。

　

（５）本公開買付けの結果

① 取得した株券等の数

　 10,475株

② 取得価格

　 １株につき100,000円

③ 総額

　 1,047,500千円　

④ 取得前の持分比率

　 22.23％

⑤ 取得後の持分比率

　 60.74％

⑥ 親会社の異動

　 平成22年６月24日（決済の開始日）をもって、当社はマックス株式会社の子会社となっており、親会社の異

動がございます。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 714,000 857,500 0.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 149,533 72,212 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 16,673 18,663 10.1 －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
146,687 74,475 1.1 平成23年～25年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
79,730 62,086 10.1 平成23年～25年

その他有利子負債 － － － －

計 1,106,624 1,084,936 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 39,415 26,360 8,700 －

リース債務 20,627 22,798 18,660 －

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

　

第２四半期
自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

第３四半期
自平成21年10月１日
至平成21年12月31日

　

第４四半期
自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

　

売上高（千円） 904,983 868,535 836,030 856,708

税金等調整前四半期純利

益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△）

（千円）

△15,570 △41,075 114,824 114,952

四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）

（千円）

△23,221 △22,709 59,467 66,043

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）

（円）

△902.32 △883.77 2,314.28 2,573.29
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,177,665 1,246,842

受取手形 214,555 194,903

売掛金 416,212 449,599

有価証券 10,152 10,163

商品及び製品 306,903 299,811

仕掛品 17,616 16,963

原材料及び貯蔵品 282,305 230,243

前渡金 ※2
 93,968

※2
 80,804

前払費用 11,599 9,513

繰延税金資産 50,309 23,384

デリバティブ資産 1,641 －

その他 61,829 50,261

貸倒引当金 △1,305 △1,324

流動資産合計 2,643,455 2,611,167

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 847,038

※1
 848,858

減価償却累計額 △253,975 △282,926

建物（純額） 593,063 565,931

構築物 34,862 34,862

減価償却累計額 △27,828 △29,190

構築物（純額） 7,033 5,672

機械及び装置 62,932 77,637

減価償却累計額 △44,664 △49,361

機械及び装置（純額） 18,267 28,276

車輌及び運搬具 7,947 9,035

減価償却累計額 △7,004 △7,794

車輌及び運搬具（純額） 942 1,241

工具、器具及び備品 119,947 121,677

減価償却累計額 △99,362 △108,295

工具、器具及び備品（純額） 20,584 13,381

土地 ※1
 1,028,166

※1
 1,028,166

有形固定資産合計 1,668,059 1,642,670

無形固定資産

特許権 3,216 2,561

商標権 － 4,722

ソフトウエア 2,510 2,123

その他 775 721

無形固定資産合計 6,502 10,128
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 14,833 15,626

関係会社株式 89,600 94,275

出資金 535 1,535

関係会社出資金 656,890 656,890

関係会社長期貸付金 190,231 180,125

長期預金 100,000 100,000

破産更生債権等 1,402 17

長期前払費用 19 8,750

繰延税金資産 13,523 14,436

その他 2,394 2,158

貸倒引当金 △1,402 △17

投資その他の資産合計 1,068,027 1,073,796

固定資産合計 2,742,590 2,726,596

資産合計 5,386,045 5,337,763

負債の部

流動負債

支払手形 22,385 11,062

買掛金 32,443 47,986

短期借入金 ※1
 654,000 797,500

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 80,852

※1
 72,212

未払金 84,084 51,954

未払費用 28,975 34,148

未払法人税等 138,269 10,555

預り金 3,238 4,626

賞与引当金 44,079 42,248

デリバティブ負債 65,161 59,143

その他 9,637 10,908

流動負債合計 1,163,127 1,142,347

固定負債

長期借入金 ※1
 146,687

※1
 74,475

退職給付引当金 30,793 36,110

デリバティブ負債 88,086 80,646

長期未払金 58,136 56,911

固定負債合計 323,703 248,143

負債合計 1,486,831 1,390,490
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,484,550 1,484,550

資本剰余金

資本準備金 1,516,900 1,516,900

資本剰余金合計 1,516,900 1,516,900

利益剰余金

利益準備金 1,300 1,300

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,015,498 1,080,872

利益剰余金合計 1,016,798 1,082,172

自己株式 △118,000 △136,696

株主資本合計 3,900,247 3,946,925

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,033 348

評価・換算差額等合計 △1,033 348

純資産合計 3,899,213 3,947,273

負債純資産合計 5,386,045 5,337,763
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 3,551,345 3,353,151

商品売上高 66,793 57,464

売上高合計 3,618,139 3,410,616

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 280,092 297,905

当期製品製造原価 309,567 ※6
 307,901

当期製品仕入高 1,593,685 ※6
 1,308,079

他勘定受入高 ※1
 213,413

※1
 296,592

合計 2,396,759 2,210,478

製品期末たな卸高 297,905 292,526

製品売上原価 ※3
 2,098,853

※3
 1,917,952

商品売上原価

商品期首たな卸高 7,743 8,997

当期商品仕入高 53,041 ※6
 37,276

合計 60,784 46,274

商品他勘定振替高 ※2
 2,902 －

商品期末たな卸高 8,997 7,285

商品売上原価 ※3
 48,884

※3
 38,988

売上原価合計 2,147,738 1,956,941

売上総利益 1,470,400 1,453,675

販売費及び一般管理費

運賃 165,737 156,531

荷造費 17,423 17,176

広告宣伝費 28,224 29,532

支払手数料 96,458 74,207

報酬及び給料手当 393,627 402,757

賞与引当金繰入額 23,703 29,600

法定福利費 53,960 58,788

退職給付引当金繰入額 5,219 3,930

租税公課 75,817 70,157

研究開発費 ※4
 55,755

※4
 63,754

減価償却費 33,568 30,880

貸倒引当金繰入額 136 18

その他 178,878 174,060

販売費及び一般管理費合計 1,128,511 1,111,397

営業利益 341,889 342,278
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業外収益

受取利息 8,778 ※6
 6,288

受取配当金 847 228

受取家賃 3,615 3,279

デリバティブ評価益 113,583 11,816

金型精算金受入 － 3,782

その他 6,608 3,742

営業外収益合計 133,433 29,138

営業外費用

支払利息 11,596 9,674

為替差損 80,735 132,021

子会社経費負担額 18,104 －

その他 3,195 1,051

営業外費用合計 113,633 142,747

経常利益 361,689 228,669

特別利益

投資有価証券売却益 11,981 1,838

貸倒引当金戻入額 409 267

特別利益合計 12,390 2,105

特別損失

固定資産除却損 ※5
 34 －

投資有価証券評価損 13,939 －

特別損失合計 13,973 －

税引前当期純利益 360,106 230,774

法人税、住民税及び事業税 132,406 75,736

法人税等調整額 24,243 25,066

法人税等合計 156,650 100,803

当期純利益 203,456 129,971
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  123,202 40.5 108,927 35.4

Ⅱ　労務費  113,744 37.3 140,888 45.9

Ⅲ　経費  67,557 22.2 57,432 18.7

（外注加工費）  (18,102) (17,481) 

（減価償却費）  (17,585) (15,557) 

当期総製造費用  304,504 100.0 307,247 100.0

期首仕掛品たな卸高  22,679 17,616 

期末仕掛品たな卸高  17,616 16,963 

当期製品製造原価  309,567 307,901 

      

　（注）当社の原価計算の方法は、標準品については総合原価計算による実際原価計算であり、個別受注品については個別

原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,484,550 1,484,550

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,484,550 1,484,550

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,516,900 1,516,900

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,516,900 1,516,900

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,300 1,300

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,300 1,300

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 878,654 1,015,498

当期変動額

剰余金の配当 △66,612 △64,597

当期純利益 203,456 129,971

当期変動額合計 136,843 65,374

当期末残高 1,015,498 1,080,872

自己株式

前期末残高 △60,427 △118,000

当期変動額

自己株式の取得 △57,573 △18,696

当期変動額合計 △57,573 △18,696

当期末残高 △118,000 △136,696

株主資本合計

前期末残高 3,820,977 3,900,247

当期変動額

剰余金の配当 △66,612 △64,597

当期純利益 203,456 129,971

自己株式の取得 △57,573 △18,696

当期変動額合計 79,269 46,678

当期末残高 3,900,247 3,946,925
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,237 △1,033

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

203 1,381

当期変動額合計 203 1,381

当期末残高 △1,033 348

純資産合計

前期末残高 3,819,740 3,899,213

当期変動額

剰余金の配当 △66,612 △64,597

当期純利益 203,456 129,971

自己株式の取得 △57,573 △18,696

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 203 1,381

当期変動額合計 79,473 48,060

当期末残高 3,899,213 3,947,273
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

(1）デリバティブ

　時価法を採用しております。

(1）デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品、商品、原材料、仕掛品

　総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

ただし、受注生産の製品・仕掛品は個別

法による原価法によっております。

(1）製品、商品、原材料、仕掛品

同左

　 (2）貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

(2）貯蔵品

同左

 （会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ20,514千円減少

しております。

――――――

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　８～47年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　  　（追加情報）

 　機械装置については、従来、耐用年数を

10～15年としておりましたが、当事業年

度より９～12年に変更しております。

　これは、平成20年度の税制改正を契機に

耐用年数を見直したことによるものであ

ります。

　なお、これに伴う損益への影響は軽微で

あります。

 ――――――
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当期負担額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務を計

上しております。

なお、退職給付引当金の対象従業員が

 300名未満であるため、簡便法によって

おり、退職給付債務の金額は事業年度末

自己都合要支給額としております。

(3) 退職給付引当金

同左

６．重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。また、控除対象外消

費税等については、当期の負担すべき期間

費用として処理しております。ただし、固定

資産に係る控除対象外消費税等について

は、投資その他の資産の「その他」に計上

し、法人税法に規定する期間（５年間）に

わたり償却しております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

 （リース取引に関する会計基準）　

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておます。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――――― 

 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

建　物 593,063千円

土　地 913,594

　計 1,506,658

建　物 565,931千円

土　地 913,594

　計 1,479,526

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 50,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
75,852

長期借入金 146,687

　計 272,539

　

　 　

１年内返済予定の

長期借入金
72,212千円

長期借入金 74,475

　計 146,687

※２　関係会社に対する前渡金76,260千円が含まれており

ます。

　

※２　関係会社に対する前渡金71,043千円が含まれており

ます。

３　偶発債務

債務保証

　ランドウォーカー株式会社について、金融機関から

の借入60,000千円に対し債務保証を行っておりま

す。

３　偶発債務

債務保証

　ランドウォーカー株式会社について、金融機関から

の借入60,000千円に対し債務保証を行っておりま

す。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　他勘定よりの振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１　他勘定よりの振替高の内訳は次のとおりであります。

材料費 213,413千円

　

材料費 296,592千円

※２　他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。 ――――――

材料費 2,902千円

　

　 　

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

20,514千円

　

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

6,520千円

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は55,755千円であ

ります。

　

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は63,754千円であ

ります。

※５　固定資産除却損は工具、器具及び備品34千円でありま

す。

　

――――――

――――――　

　

※６　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

　 関係会社よりの仕入高 977,349千円

　 　 関係会社よりの受取利息 5,391千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

普通株式　（注） 555 806 ― 1,361

合計 555 806 ― 1,361

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加806株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

普通株式　（注） 1,361 266 ― 1,627

合計 1,361 266 ― 1,627

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加266株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっており、その内容は次のとおりであります。

　

――――――

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車輌及び運搬
具

6,366 6,366 －

合計 6,366 6,366 －

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　

　

２．未経過リース料期末残高相当額 　

１年内 －千円

１年超 － 

合計 － 

　

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

　

３．支払リース料及び減価償却費相当額 　

支払リース料 636千円

減価償却費相当額 636千円

　

　 　

　 　

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）　

　子会社株式及び関連会社株式で時価があるものはありません。

　

当事業年度（平成22年３月31日）　

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式94,275千円）は、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 17,914千円

たな卸資産評価減 14,329  

その他 18,065  

繰延税金資産（流動） 50,309  

　

繰延税金資産（固定）

   

貸倒引当金繰入限度超過額 301  

退職給付引当金 12,514  

長期未払金 23,626  

有価証券評価差額金 707  

小計 37,150  

評価性引当額 △23,626  

繰延税金資産(固定) 13,523  

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 17,165千円

その他 6,218  

繰延税金資産（流動） 23,384  

　

 

繰延税金資産（固定）

   

貸倒引当金繰入限度超過額 3  

退職給付引当金 14,671  

長期未払金 23,123  

小計 37,798  

評価性引当額 △23,123  

繰延税金資産(固定) 14,675  

繰延税金負債(固定) 　   

有価証券評価差額金 238  

繰延税金負債(固定) 238  

繰延税金資産(固定)の純額 14,436  

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 0.4％

 

住民税均等割額 2.2％ 

税額控除 △1.2％ 

その他 1.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 43.5％

 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 0.8％

 

住民税均等割額 3.6％ 

税額控除 △2.3％ 

その他 1.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 43.7％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 150,904円21銭

１株当たり当期純利益金額 7,720円12銭

１株当たり純資産額  154,353円18銭

１株当たり当期純利益金額  5,057円66銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益（千円） 203,456 129,971

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 203,456 129,971

期中平均株式数（株） 26,354 25,698
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、マックス株式会社（以下「公開買付者」といいます。）に

よる当社株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に関して賛同の意見を表明することを

決議いたしました。一方、本公開買付価格の妥当性については意見を留保し、本公開買付けに応募するか否かは株

主の皆様の判断に委ねることを決議いたしました。また、併せて公開買付者との間で業務提携契約を締結するこ

とを決議いたしました。

　なお、本公開買付けは、平成22年５月17日から平成22年６月17日まで実施され、その結果、公開買付者は当社普通

株式10,475株（発行済株式総数の38.51％）を取得し、平成22年６月24日付で、当社はマックス株式会社の子会社

となっております。

　

（１） 公開買付者の概要

①名称 マックス株式会社

②所在地 東京都中央区日本橋箱崎町６－６

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長　三井田　孝嗣

④事業内容 インダストリアル機器、オフィス機器の製造販売

⑤資本金 12,367百万円

⑥設立年月日 昭和17年11月

⑦大株主および持株比率

(平成21年９月30日現在)

第一生命保険相互会社

日本生命保険相互会社

マックス共栄会第一持株会

日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社みずほ銀行

株式会社群馬銀行

マックス共栄会第二持株会

明治安田生命保険相互会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

9.28％

8.76％

5.78％

5.45％

4.64％

4.19％

4.04％

3.34％

3.32％

3.19％

⑧当社と公開買付者の関係 資本関係 平成22年５月14日現在、公開買付者は当社の普通株式6,047株（所

有株式数割合22.23％）を保有する筆頭株主であり、その他の関係

会社であります。

　 人的関係 当社と公開買付者との間には、記載すべき人的関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき人的関係

はありません。

　 取引関係 当社と公開買付者との間には、記載すべき取引関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき取引関係

はありません。

　 関連当事者への該

当状況

公開買付者は、当社のその他の関係会社に当たるため、連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の４に定める関

連当事者に該当します。
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（２） 意思決定に至った過程及び理由

　当社は、当社及び連結子会社３社で構成されており、車いすを中心とする福祉用具の製造販売を主な事業内

容とし、市場ニーズを的確に捉えた製品開発や営業活動を展開しております。高齢社会の進展に伴う福祉用具

の需要の増加によって、福祉用具のJISマーク表示制度が一昨年からスタートしたことにより、企業の安全・

安心の確保に取り組む姿勢に対し、さらに強い関心が向けられております。

これからの世界的な高齢社会に伴い、福祉用具に対するニーズはますます拡大し、福祉用具に対する認知

度と期待が一層高まっていくものと思われます。当社グループは、今後も特色のある製品を開発し、他社との

差別化を図り、世界的に市場深耕を図ってまいります。

一方、公開買付者は、昭和17年に設立され、「ガラス張りの経営に徹する。全員参画の経営に徹する。成果配

分の経営に徹する。」という経営基本姿勢の基に、ホッチキスや事務機械などのオフィス機器部門と、釘打機

や浴室暖房換気乾燥機及び床暖房システムなどのインダストリアル機器部門を中心に、事業を展開していま

す。

インダストリアル機器部門の主な対象とする住宅市場においては、近年、新設及び既設住宅のリフォーム

による住宅設備機器の充実・高機能化が進み、今後の市場拡大が見込まれています。

これまで公開買付者は、住環境機器事業を新規事業と位置づけ、市場でトップシェアを有する基幹商品の

浴室暖房換気乾燥機を中心に、公開買付者が独自に開発したディスポーザ・システムや、床暖房システムなど

の製品アイテムを加えて、事業領域の拡大に取り組んでまいりました。

このような状況の下で公開買付者は、国内における高齢社会の進展に伴う、在宅介護ニーズの増加に合わ

せて、介護関連機器分野における公開買付者の独自技術を活用した事業展開が可能と考え、現在、介護関連機

器の開発に取り組んでいます。

現在、当社は公開買付者の「顧客の現場で、顧客の使用・作業環境に合わせた製品を開発するメカトロ技

術」と当社の「介護機器・福祉用具分野での豊富なノウハウ」とのシナジーを発揮した新たな製品開発を進

めておりますが、平成22年5月14日当社ならびに公開買付者は、それぞれの事業分野の経営資源を活用して製

品の開発・生産から販売に至るまでの広範囲にわたる業務提携契約を締結いたしました。

さらに公開買付者はこれまで、平成21年８月11日に株式会社イエローハットより、平成22年１月29日には

パナソニック電工株式会社より、二度にわたり当社の株式を取得し、当社の筆頭株主となるに至っておりま

す。

　かかる事業環境のなかで、当社は公開買付者との関係を更に強化し新たな介護関連機器事業に取り組むこと

は両社にとって有益であり、かつ両社の企業価値を高め、ひいては株主価値向上に資するものと考えておりま

す。

　こうした経緯により、公開買付者が、本公開買付けを通じて当社株式の所有株式数割合を更に高めることで、

当社とより強固な協力体制の構築を実現し、このことが企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資すると

判断し、本公開買付けに賛同する旨の決議をいたしました。

　ただし、当社の代表取締役社長の村山民生は、当社の第二位の株主でもあり、公開買付者との関係強化に率先

して取り組むことが当社の業容拡大に資するとの判断の基に当社の本公開買付けに応募する可能性があるた

め、取引の公正性を期す観点から上記取締役会の審議及び決議には参加しておりません。

　当社は、公開買付者との更なる関係強化を図るため、当社と公開買付者がそれぞれ得意分野で経営資源を利

用して製品の開発・生産・販売等の業務全般を協力して実施することを目的とする業務提携契約を平成22年

５月14日付で締結しております。なお、本業務提携契約は、包括業務提携であり、具体的な内容については、今

後段階的に締結する個別契約の中で定めてまいります。
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（３）本公開買付けの概要　

① 買付け等をする株券等の種類

　 普通株式

② 買付けの期間

　 平成22年５月17日から平成22年６月17日まで（24営業日）

③ 買付け等の価格

　 １株につき100,000円

④ 買付け等の価格の算定根拠等

　 公開買付け者は、買付け価格の決定に当たり、第三者算定機関であるＴＦＰビジネスソリューション株式会

社より、平成22年５月13日付で対象者株式の株式価値算定書を取得しております。

⑤ 買付け予定の株券等の数

　 普通株式　19,526株

　 　　　　　下限：なし

　 　　　　　上限：なし

⑥ 決済の開始日

　 平成22年６月24日

　

（４）本公開買付けによる上場廃止の見込み及び二段階買収の手続きについて

　本公開買付けは当社株式の上場廃止を目的とするものではないとの説明を受けております。しかし公開買付

者は、買付けを行う株式の数に上限を設けておりません。

本公開買付けの結果により、株式会社東京証券取引所の定める東証マザーズの上場廃止基準に抵触した場

合には、上場廃止基準を回避して上場維持の措置をとるため、公開買付者と速やかに検討し、上場維持のため

の方策を決定いたします。　　　　

　また、いわゆる二段階買収に関して、現時点で、本公開買付け後に、当社の普通株式を追加取得する予定はあ

りません。

　

（５）本公開買付けの結果

① 取得した株券等の数

　 10,475株　

② 取得価格

　 １株につき100,000円

③ 総額

　 1,047,500千円　

④ 取得前の持分比率

　 22.23％

⑤ 取得後の持分比率

　 60.74％

⑥ 親会社の異動

　 平成22年６月24日（決済の開始日）をもって、当社はマックス株式会社の子会社となっており、親会社の

異動がございます。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

(1）有価証券

その他有価証券

その他

種類及び銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（千円）

（投資信託受益証券）

三菱ＵＦＪ投信株式会社
  

中期国債ファンド 10,163,984 10,163

(2）投資有価証券

その他有価証券

株　式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

新家工業株式会社 50,000 6,500

株式会社トーカイ 2,259 2,304

極東開発工業株式会社 4,500 1,579

パナソニック電工株式会社　 2,000 2,360

株式会社Ｇ－７ホールディングス 200 126

計 58,959 12,869

その他

種類及び銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（千円）

（投資信託受益証券）

野村アセットマネジメント株式会社
  

ノムラ・ジャパン・オープン 1,987,011 1,020

三井住友アセットマネジメント株式会社   

中国株利回りファンド2001－12 100 1,735

計 1,987,111 2,756
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 847,0381,820 － 848,858282,92628,951565,931

構築物 34,862 － － 34,86229,190 1,361 5,672

機械及び装置 62,93214,705 － 77,63749,361 4,696 28,276

車輌及び運搬具 7,947 1,088 － 9,035 7,794 789 1,241

工具、器具及び備品 119,9471,729 － 121,677108,2958,933 13,381

土地 1,028,166 － － 1,028,166 － － 1,028,166

有形固定資産計 2,100,89519,342 － 2,120,237477,56744,7311,642,670

無形固定資産        

特許権 5,238 － － 5,238 2,676 654 2,561

商標権 － 4,761 － 4,761 39 39 4,722

ソフトウェア 4,250 570 － 4,820 2,697 957 2,123

その他 1,066 － － 1,066 344 53 721

無形固定資産計 10,555 5,331 － 15,886 5,757 1,705 10,128

長期前払費用 19 10,000 1,269 8,750 － － 8,750

 

　　

　　　　　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,708 18 1,118 267 1,341

賞与引当金 44,079 42,248 44,079 － 42,248

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収による取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 2,377

預金  

当座預金 132,062

普通預金 1,007,855

定期預金 88,114

定期積立預金 12,831

別段預金 3,600

小計 1,244,464

合計 1,246,842

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ハートウェル 40,843

フランスベッド株式会社 20,457

ピップトウキョウ株式会社 17,269

株式会社ムトウ 8,844

ワタキューセイモア株式会社 7,459

その他 100,028

合計 194,903

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年４月 65,413

５月 54,832

６月 54,200

７月 20,456

合計 194,903
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③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社きさく工房 22,009

株式会社ケアマックスコーポレーション 18,381

株式会社ハートウェル 14,288

パナソニック電工エイジフリーショップス株式会社　 13,065

株式会社ウェルファン 11,926

その他 369,928

合計 449,599

(ロ）売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

416,212 3,470,8983,437,511 449,599 88.4 45.5

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

④　商品及び製品

品目 金額（千円）

商品     

安全杖 5,391

その他 1,894

小計 7,285

製品     

標準車いす 203,184

特殊車いす 57,946

電動車いす 4,129

その他 27,265

小計 292,526

合計 299,811

⑤　仕掛品

品目 金額（千円）

姿勢保持車いす 5,421

その他 11,541

合計 16,963
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⑥　原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

原材料     

ブレーキ 21,193

その他 204,031

小計 225,225

貯蔵品     

梱包材料 3,652

その他 1,364

小計 5,017

合計 230,243

⑦　関係会社出資金

関係会社名 金額（千円）

?州立泰医療康復器材有限公司 435,229

厦門愛泰康復器材有限公司 221,661

合計 656,890

⑧　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社共和 4,183

小林金属興業株式会社 2,447

株式会社ヤマイチ 2,078

エア・リキード工業ガス株式会社 788

オージーケー技研株式会社 488

その他 1,075

合計 11,062

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年４月 2,626

５月 3,603

６月 1,926

７月 2,906

合計 11,062
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⑨　買掛金

相手先 金額（千円）

?州立泰医療康復器材有限公司 15,188

日本通運株式会社　 11,693

ヤマハ発動機株式会社 4,095

株式会社神生ダンボール　 1,692

福伸電機株式会社 1,684

その他 13,631

合計 47,986

⑩　短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社みずほ銀行 405,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 192,500

株式会社山陰合同銀行 110,000

株式会社りそな銀行 60,000

株式会社中国銀行 30,000

合計 797,500

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 該当事項はありません。

公告掲載方法

電子公告といたします。ただし事故その他やむを得ない事由により電子

公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載することといた

します。当社の公告掲載URLは次のとおりであります。http://www.

kawamura-cycle.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社カワムラサイクル(E02264)

有価証券報告書

85/91



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　（第14期）　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月29日近畿財務局長に提出。

　

(2)内部統制報告書及びその添付書類

　（第14期）　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月29日近畿財務局長に提出。

　

(3)四半期報告書及び確認書

　（第15期第１四半期）　（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　　 平成21年８月12日近畿財務局長に提出。

　（第15期第２四半期）　（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　　 平成21年11月13日近畿財務局長に提出。

　（第15期第３四半期）　（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　　　 平成22年２月12日近畿財務局長に提出。

　

(4)臨時報告書

　　平成21年８月10日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公認会計士等の異動）の規定に基づ

く臨時報告書であります。

　　平成22年２月５日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

であります。

　　平成22年６月24日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(5)自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成22年２月23日　至　平成22年２月28日）平成22年４月14日近畿財務局長に提出。

報告期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年３月31日）平成22年４月５日近畿財務局長に提出。

報告期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年４月30日）平成22年５月６日近畿財務局長に提出。

報告期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年５月31日）平成22年６月１日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
   平成21年６月15日

株式会社カワムラサイクル    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝池　 勉 　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和田　朝喜　　印

　
＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カワムラサイクルの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

カワムラサイクル及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社カワムラサイクルの平成

21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社カワムラサイクルが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
   平成22年６月30日

株式会社カワムラサイクル    

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西原　健二　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田林一毅　　印

　
＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社カワムラサイクルの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監
査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見
を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
カワムラサイクル及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社はマックス株式会社による会社株式の公開買付の結果、平成22年６月24日
付にて同社の子会社に該当することとなった。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社カワムラサイクルの平成
22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告
書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに
ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社カワムラサイクルが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上
記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報
　内部統制報告書に記載されているとおり、会社はマックス株式会社による会社株式の公開買付の結果、平成22年６月24日
付にて同社の子会社に該当することとなった。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付
する形で別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
   平成21年６月15日

株式会社カワムラサイクル    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝池　 勉 　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和田　朝喜　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カワムラサイクルの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社カワ

ムラサイクルの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
   平成22年６月30日

株式会社カワムラサイクル    

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西原　健二　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田林一毅　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カワムラサイクルの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社カワ

ムラサイクルの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社はマックス株式会社による会社株式の公開買付の結果、平成22年６月24日

付にて同社の子会社に該当することとなった。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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